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論文要旨 
 
 本稿は、製品開発における価値形成について、製品の便益に焦点を当てて考察するもので
ある。この便益について製品開発側の視点から論じた。 
 顧客にとっての価値は、便益とコストから成立する主張が先行研究としていくつかある。
本稿では、これら先行研究をもとに、顧客視点の製品価値を「顧客の便益と、顧客がそれに
対して支払うコストの 2 要素で構成されるもの」と定義した。ここから製品の価値形成には、
顧客の便益の実現が必要だと論じた。また便益とは、「製品機能を利用することで、顧客が
生活上の課題の解決や願望を実現すること」とした。しかし、製品開発についての先行研究
において、それら便益がどのように形成されているかを調査したものは少ない。それらは、
業界や製品によって異なるものであり、一般概念化が難しいためかもしれない。 
 本稿では、便益は、数値化することで表現できるものと、できないものに分類できるとし
た。この後者である数値化できない便益の形成に焦点を当てた。理由としては、一般概念化
するためにも範囲を限定したほうが、より事象が明確になる点と、数値化できないことは、
感覚に依存せざるを得ない可能性がある点を挙げる。製品開発は、様々な部署間や個人との
連携作業である。その際に、目的とするものが漠然としている場合、それをどう達成するか
が、企業にとって課題になると考察できる。この課題を、どのように解決するかといった過
程に、何かしらの含意が含まれていると考察した。 
 研究手法は、製品開発プロセスについての半構造的なインタビュー調査を中心とした。イ
ンタビューは 2010 年 12 月から 2014 年 7 月までに 7 社に対して実施され、直接ヒアリン
グした対象者は 22 名となった。いくつかの企業に対しては、複数回にわたり取材を実施し
た。取材内容は、感覚的な便益の実現に焦点をあてたものである。また、感覚を表現する要
素が多く筆者の解釈の間違いを避けるために、取材部分の記述については、執筆後に取材者
にメールなどで、すべての原稿について確認の依頼を実施した。 
 これら調査の結果、価値の構成要素となる便益の形成は、以下のように判明できた。企業
の開発者たちは、顧客が便益と考えるであろう仮想的な感覚をそれぞれに持っている。その
感覚を、製品が生み出す感覚に「収束」させることを目指し、製品の便益が形成される。本
稿では、これら開発者が持つ感覚を「仮想便益」と定義した。この仮想便益は、感覚である
ため正確に表現し、伝達することが難しい。そのため、開発目標となる特定の感覚の共通指
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標として、製品の試作機が利用される。その試作機がつくる感覚を繰り返し評価と調整する
ことで、複数の開発関与者がそれぞれに持つ仮想便益をひとつの感覚として収束させていた。 
 この収束の過程は、個人の感覚に影響され、試行錯誤に冗長的なプロセスに陥る可能性が
ある。そのため、試作機の評価と調整は、冗長性が高いプロセスに陥りやすい。それを避け
るために情報量の豊かなコミュニケーションが必要となる。本稿では、このような開発の場
合では、共通の感覚や知識を持つべきであると論じた。 
 次に感覚が収束されたとしても、その製品の便益は企業内での仮想に過ぎない。この便益
が顧客に評価されるかは、実際に製品を販売し、市場から評価を得るしかない。製品の感覚
と、顧客が求めるものとの一致の精度を高めるために、発売と市場の反応を参照し、調整を
行う場合も存在する。 
 本稿における検証の結果、この収束のプロセスは二種類存在した。まず 1 つ目は、実際の
顧客に直接傾聴し、顧客が求める便益と製品の便益として再現される感覚を一致させる「共
創プロセス」。2 つ目は、開発者が有する仮想便益と、同じく製品の感覚を一致させる「収
束プロセス」である。 
 取材対象のうち 7 社で、共創プロセスを一部採用している場合もあるが、仮想便益の収束
プロセスを採用していることが分かった。しかし、この仮想便益には課題がある。実際の市
場で評価される感覚との乖離などである。本稿では、この仮想便益の収束が機能するための
条件として、これら感覚を補正する過程が存在することを明らかにした。競争力を維持する
ためには、この補正の過程をルーティン化する必要がある。 
 本稿における新規性は、表現しにくい便益となる感覚をいかに形成していくかを、開発側
の視点から考察した点にある。それはすなわち、感覚として開発者が把握している顧客の便
益を仮想便益として定義し、これらが製品の生み出す感覚として収束されていく過程を明ら
かにする点にある。この収束については、技術と顧客ニーズとの融合の 1 つの形態であり、
製品開発を成功させるための重要なプロセスとも解釈できる。 
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はじめに： 便益としての感覚の収束 
 
 製品開発の価値形成に関するいくつかの議論がある (延岡, 2011 ; 青木, 2011 ; 延岡・伊
藤・森田, 2006 ; 和田, 2002 ; Bowman & Ambrosini, 2000 ; Schumit, 1999)。このような
価値形成についての議論が見られる背景には、既存顧客の買替需要だけでは、有望な新しい
市場が望めない点があるように考えられる。そのため先行的な製品開発によって、新しい価
値を形成する必要性がより高まってきている。 
 価値とは、顧客の便益とコストで構成される(延岡, 2011 ; Priem, 2007 ; Kotler, 2002)。
本稿では、企業にとっての収益や市場の成熟度などの側面から、コストよりも便益に焦点を
あてる。新しい価値を形成する便益には、数値によって指標化できるものと、できないもの
がある。しかし便益の開発には、何かしら照合できる指標が必要であると考えられる。この
指標がなければ、開発の進捗状況の把握が不可能であり、また発売にこぎつけても、実は需
要がないといったリスクは高まるだろう。先行的な便益を創りだすには、実験的な姿勢が必
要であり、また何かしらの目標となる指標が必要となってくる。 
 本稿では、開発側が仮想する顧客の便益を「仮想便益」とし、価値形成の過程で便益がど
のように形成されていくかを説明する。製品開発は意思決定の束である (Krishnan & 
Ulrich, 2001)。この仮想便益は、意思決定のための判断を適切に行うための判断基準であ
る。この便益は、試行錯誤のような開発における、例えて言えば「簡便な試験紙」のような
ものではないかと考える。 
 先行的な製品開発の場合、試行錯誤が必要となり、その開発姿勢は実験志向となる 
(Eisenhardt & Tabrizi, 1995 ; Wheelwright & Clark, 1992)。実験志向の開発は、冗長性の
あるプロセスになりやすい。実際、顧客の感覚を確認するためのモニター試験などは、コス
トも時間も必要である。この仮想便益とは、開発プロセスを効率化し、開発中の製品の価値
を照合するための、より身近で利用しやすい指標だと考察する。 
 また、価値形成のプロセスを論じる上で、「収束」という概念を用いる。仮想便益は、開
発に関与する者、それぞれに存在する。便益の収束とは、「これら複数ある仮想便益を、ひ
とつにまとめること」と定義する。変化しやすく漠然とした顧客が求めると仮想している感
覚を一つに集約するという意味である。 
 このように本稿では、価値を構成する要素である便益に焦点をあてる。製品開発側の視点
から、顧客が求めると想定している便益が、どのように形成されるかを明らかにする。 
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1章 問題設定 
 
 製品開発における主要な課題の 1 つは、自社技術と市場ニーズを適合させて、いかに商業
的に製品として具体化するかである (Ulrich & Eppinger, 2012 ; Crawford & Benedetto, 
2011 ; Krishnan & Ulrich, 2001 ; 藤本・安本 , 2000 ; Urban & Hauser, 1987 ; 
Wheelwright & Clark, 1992)。しかし、これはどのようなプロセスで実行され、どのよう
な能力が必要とされるのだろうか。この章では、市場のニーズと技術に関する考察を論じた
上で、リサーチ・クエスチョンを設定し、本稿の研究に関する方法論について言及する。 
 
1.1 本稿の構成 
 
 本稿は、家電製品を中心とした加工組立品を対象に、製品開発における価値形成について
議論するものである。顧客の価値を形成する重要な要素には、便益が存在する。つまり本稿
では価値形成ついて、この便益をどのように形成するかに焦点を当て検証する。そのため価
値形成から便益形成に議論の焦点が推移する。1 章から 3 章までで、価値に関する先行研究
から便益の重要性に言及し、その仮説的な考察をする。続いて 4 章から 7 章までが、事例
による仮説の検証と議論を行う。さらに 8 章において結論として、最終的なリサーチ・クエ
スチョンに対する回答から、本稿における含意について述べる。 
 それぞれの章の概要であるが、まず 1 章では、製品開発における価値形成のテーマの中で、
便益という視点で議論を行う。先行研究を取り上げて、価値形成研究における課題を導出し
ている。その課題に基づいて、リサーチ・クエスチョンを設定する。2 章では、把握が難し
い便益の指標をいかに設定するかと言った視点から、「仮想便益」という概念を提示する。3
章では、仮想便益が、どのように製品として具現化されていくかを「収束」という概念で説
明する。この 3 章まで、本稿における仮説的な論述となる。 
 これら便益をいかに実現するかを仮説に基づいて検証するために、4 章では「マッサージ
チェアのもみ味」、5 章では「炊飯米の味」、6 章では「音響機器の音」を取り上げた。また
7 章では、家電製品以外の事例について考察をはさむ。最後に 8 章では、その検証結果から
リサーチ・クエスチョンへの回答としての結論について述べる。 
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1.2 価値に関する先行研究 
  
 青島・武石・クスマノ(2010) が指摘するように、多くの日本企業が進むべき道は、擦り
合わせ型の開発手法による統合的な価値形成の実現であると考えられる。企業内において、
価値づくりの実現が困難となっているのは、技術視点では専門性の高い複数の部署による緻
密な擦り合わせの過程は実現できていても、顧客ニーズを認識し、その解決策を考案のうえ
実現するまでの過程が、欠落もしくは脆弱なためではないか。 
 つまり開発側の一方的な解釈により、例えばある特定の機能に対して、顧客にとって価値
があると錯覚し、その方向で製品を作り込んでしまうという製品開発プロセスに課題がある
と考察する。さらに製品開発における価値について、追加の議論や定義づけなどが必要であ
ると考える。 
 価値に関する先行研究を整理し、本稿における価値の定義と用語の設定を行い、価値研究
における課題を挙げる。 
 
1.2.1 顧客の価値 
 
 製品やサービスの価値に関する先行考察において、まず経験や感覚などといった顧客の主
観的な側面が言及されてきた。Pine & Gilmore (1993) は、価値をサービスと経験に分類し、
経験経済という視点を提供した。さらに Schumit (1999) は、製品やブランドの利用によっ
て形成される、感覚・情緒・認知などといった経験価値を提示した。 
 これら経験に基づく感覚という視点に対し、和田 (2002) は製品の価値を、観念的または
感覚的な側面と、便宜的または機能的な側面といった 2 つの次元に分類した。それぞれを観
念または感覚の面をブランド力、便益や機能といった面を製品力に分けて論じている。さら
に青木 (2011) は、このような考えに加え、常に付加価値が必要であるとし、製品価値の形
成に関して、製品自身の有用性・希少性、コストリーダーシップの追求、ユニークな特徴の
3 項目を挙げている。 
 製品に対する価値の考察以外にも、製品開発というプロセス視点の先行研究が存在する。
延岡・伊藤・森田 (2006)、延岡 (2011) は、製品開発を「ものづくり」と「価値づくり」
に分類し、後者の「価値づくり」に焦点をあて、そのプロセスの重要性を強調した。そこで
は「意味的価値」といった用語で、顧客自身の解釈と意味づけによって形成される価値が存
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在するとした。 
 Priem (2007) は、顧客の経験便益 (Customer Benefit Experienced) の改善に焦点を当
てることで、顧客の価値が創造できるとした。それによると価値とは、製品またはサービス
が消費される段階において、顧客によって経験されるものとした。また Schumit (1999) も、
製品やサービスの利用経験という視点で価値を考察している。 
 また価値形成プロセスとしては、Prahalad & Ramaswamy (2004) や Ramaswamy & 
Gouillart (2010) による価値の共創などがある。また顧客と共に購買後にも価値形成を持続
させる手法 (Vargo & Lusch, 2004 ; Lusch & Vargo, 2006) が議論されるケースもある。 
 これら先行研究から、製品やサービスなどの顧客にとっての価値とは、顧客が製品を使用
または所有することで、感覚や経験として得ることができるものと考えられる。つまり、そ
れは顧客の主観としての判断で、価値があるかないかが、決められるものといえる。 
 
1.2.2 価値の構成 
 
 価値の大きさは、交換される貨幣の量で決められる (延岡, 2011 ; 高橋,2005)。しかし、
Kotler (2002) は、製品やサービスを利用する際に、顧客が得る価値について、便益とコス
トといった 2 つの要素を取り上げ、価値 = 
便益
コスト
 = 
機能的便益  + 感情的便益
金銭コスト + 時間コスト + 労力コスト +  心理的コスト 
 
と定義している。顧客の価値とは、貨幣の量ではなく顧客の便益や各種のコストによって変
化するとした。この点から開発側にとっては、便益の増加、コストの低減、またはその両方
で、製品の価値を向上できると考えられる。このコストには、製品を購入する際に、顧客が
支払う価格や、それ以外にも時間的な費用の意味が込められている。さらに Kotler (2002) 
は、価値には種類があり、製品価値以外にもサービス価値、個人的な価値、イメージ的な価
値といったものがあるとした。 
 本稿では、価値とその構成要素について上記の議論をもとに、以下のように定義する。ま
ず価値を、「顧客の便益と、顧客がそれに対して支払うコストの二要素で構成されるもの」
とする。この点から、製品の価値形成には、製品利用時の顧客の便益の実現が必要であると
考える。また便益とは、「製品機能を利用することで、顧客が生活上の課題の解決や願望を
実現すること」であり、コストについては、「顧客がその便益に対して支払う必要がある金
銭的な費用、購入にかかる時間や労力など」とする。 
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1.2.3 便益とコスト 
 
 Bowman & Ambrosini (2000) は、顧客が支払うコストを交換価値として、企業資源の観
点から価値について言及している。そこで Bowman らは、はっきりしたニーズは、顧客に
よって評価された使用価値と、貨幣などの交換価値の両方によって発生するとした。延岡 
(2011) ・高橋 (2005) は、価値づくりは顧客の価値基準によって影響を受けるとし、その
価値基準とは製品に対して顧客が払ってもよいと考える価格に象徴されるものとしている。
また顧客は、自身が支払うコストに対して、最大限の便益を得ようとすることは自然である。 
 Kotler (2002) の考え方に沿えば、顧客が想定する便益に対して価格が高い場合、価値は
低下する。発売開始の段階では、製品やサービスの価格は、まず多くの場合、企業によって
設定されるだろう。価格は、価値を操作する上で、企業側が調節可能な指標の 1 つである。
顧客にとっての価値を上げようと思えば、可能な限り価格を下げれば、それは可能である。
しかし顧客の支払うコストを下げる方法では、利益が上がらない。価値を高めつつ、利益を
上げようと思えば、顧客の便益を高め、同時に価格を引き上げることが必要となる。価格設
定は、その基準となる顧客の便益を理解しておく必要がある。 
 本稿では、製品価値を高める議論については、その重点をコスト視点よりも便益視点のほ
うに置くべきと考える。その理由としては、価値形成で操作可能な指標は、コストと便益で
あり、コストを下げたとしても、薄利多売以外に企業側のメリットは乏しいだろう。薄利多
売の販売戦略は、多くのニーズが満たされている成熟した市場では、困難な選択肢ではない
だろうか。開発側としては、価値を高めるためには、便益の向上に注力すべきと考える。 
 
1.2.4 価値論の課題 
 
 製品開発における価値を議論する際には、便益とコストについて言及する必要があり、本
稿では便益に焦点をあてる。しかしながら、価値に関する一部の先行研究では、便益の定義
が明確ではないものがある。またブランド論など心理的な便益を分析した研究は一般的であ
るが、機能的な側面から得られる便益についての研究や、その視点からの形成過程について
の理論やモデルについても少ないと思われる。本稿はこの便益について議論を深める。 
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1.3 リサーチ・クエスチョン 
 
 本稿では、製品開発における価値形成プロセスの構造を便益視点で明らかにし、モデル化
することを目的とする。それは価値形成プロセスのメカニズムだけでなく、その持続のため
の条件も含む。この点から明らかにすべき 2 つの課題を掲げたい。まず 1 つ目が、製品の
価値とその形成過程が、どのようなものであるかを明確にすること。そして 2 つ目は、価値
形成プロセスが持続する条件を明確にすることある。市場において優位性を保持するために
は、当然、持続性が必要となる。持続性という視点から考察した場合、一度限りのプロジェ
クトのような製品開発ではない。それは、企業に内在する競争力の源泉であるルーティンと
しての組織活動が明らかになると考えるからである。 
 本稿におけるリサーチ・クエスチョンは以下のとおりである。 
  
（リサーチ・クエスチョン） 
製品開発における価値形成プロセスの構造を明らかにし、モデル化する。 
  (1) 製品の価値はどのようなものか、また価値形成はどのようなプロセスか。 
  (2) 価値形成プロセスが持続する条件とは、どのようなものか。 
 
これら価値形成のプロセスと持続性の両方に焦点を当てることで、製品開発における価値形
成過程の全体像が、明らかになると考えられる。 
 
1.3.1 価値形成プロセス 
 
 多様化する顧客ニーズに対して、これらを充足させる機能を 1 つの筐体にまとめるには、
トレードオフが存在すると考えられる。このような製品開発は、多様化するニーズに対処す
るために生じた矛盾を解消するための問題解決プロセスであるとも言える。これらニーズに
対応した製品価値を実現するためには、どのようなプロセスが実施されているかを探る。 
 製品の価値を上昇させるには、顧客の便益を高めることが必要であると述べた。本稿では、
価値形成プロセスの中でも、顧客ニーズに適合した便益をいかに実現するかに焦点をあてて
分析する。 
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1.3.2 持続条件 
 
 上場企業の営業収益について 40 年間継続して調査した三品 (2004) によると、バブル崩
壊などに関係なく、日本の製造業は米国と比べ慢性的な低収益であると述べている。油木 
(2000) によれば、日本型競争の強みは、株主への配当を抑えることを許された薄利多売の
ような低収益戦略にあった。それに対して延岡 (2011) は、利益を高めることは社会福祉を
向上することにつながるという点から、利益の必要性を述べている。さらに製品開発におけ
る利益を生み出す価値づくりが必要であると述べている。 
 事業の持続性の観点からすれば、製品の利益を高めることが、事業としての採算性への確
保につながり、持続性のための 1 つの条件となると考えられる。この価格または利益を高め
るためには、上記のような市場で優位になるような独自性が必要である。それは類似の模倣
品が市場に普及すれば製品の希少性が減少し、価格競争に陥るためである。その企業にしか
製造できない独自性があり、かつ顧客の需要が高いものであることが、価値形成上望ましい
と考えられる。企業にとって、このような価値をもつ製品を持続的に開発できることは理想
である。 
 さらに独自性以外にも、顧客のニーズに適合し続けることも重要である。便益とは顧客の
感覚であると述べた。この感覚は、指標化することが難しいものもある。そのため、適合さ
せ続けることは困難とも言える。価値形成において、その求められる便益に適合させ続ける
能力が持続性の源泉とも言える。 
 本稿では、このような顧客が求める便益に、製品が創りだす感覚を適合させ続けるための
条件を明らかにする。 
 
1.4 調査対象 
 
 本稿の調査対象は家電製品とする。以後にこの家電業界および製造業を取り上げる意義に
ついて説明する。 
 
1.4.1 家電業界の意義 
 
 電気機器 (家電など 192 社) の経済規模としては、平成 23 年度において約 68 兆円の売上
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高が存在する1。またこれら家電などの加工組立品は、部品系や素材系といったビジネス向
けの製品のように買い手の要望や仕様が明確であることは少ない。非常に多くの顧客が対象
となる製品であり、顧客の多様なニーズに対して、限られた資源と時間のもとに効率よく開
発サイクルを稼働させ、1 つの製品として対応させる必要がある。この顧客の多様性に対応
させるためには、製品開発に高度なプロセスが存在する可能性があり、またそこに価値形成
に関する含意が存在すると考えられる。これら理由により家電製品を本稿の対象とする。 
 国内産業としての重要性以外にも、例えばその無形性などが言及されているサービス産業
と比べると、製造業はその開発プロセスにおける付加価値の過程が可視化しやすい。つまり
インプットからアウトプットまでの過程で何が行われているかが分かりやすい点もまた、理
由として挙げる。 
 
1.4.2 製造業の意義 
 
 製品開発の背景となる製造業の概要としては、経済産業省の平成 25 年企業活動基本調査 
(平成 24 年度実績) によれば、国内の製造業は約 275 兆円の総売上高がある。これは他業種
でもある卸売業や小売業の総売上高よりも多い。企業数は 13,145 社で、常時従業者数につ
いても約 527 万人と、規模としては業界としては最大である。この点でも我が国の経済発
展において製造業は重要な位置を占める。また総務省統計局の科学技術研究調査によれば、
2012 年の日本国内の開発費として使用されている金額は 17 兆円で、そのうち企業での使
用は 12 兆円とされる。その企業使用の中でも、製造業が約 10 兆円となっている2。日本に
おける産業別 GDP 比率においても、サービス産業と同様に製造業が最上位クラスで存在感
がある。このように製造業のひとつである家電製品の成功モデルについて考察することは、
日本経済にとっても意義があると考える。 
 
1.5 分析方法 
 
 本稿では、製品開発の価値形成プロセスと、その持続性を明らかにするために、複数の製
品開発の過程について調査する。価値を構成する感覚的な便益を認識し、具現化する過程を
                                                          
1 東洋経済新報社 (2011) が「会社四季報」より算出したデータを利用。参考までに輸送用機器 (自動車など 77
社) は約 62 兆円売上高である。 
2 総務省統計局ホームページより http://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/ (2014 年 4 月 16 日アクセス) 
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可能な限り把握するために、質的研究を主体とする。そこで、Eisenhardt (1989) のケース
研究からの理論構築の手法を参考にする。この手法は、まず仮説理論を設定し、収集した事
例データとこの仮説理論を徹底して比較検証する。さらにその類似点や相違点を事例データ
より抽出のうえ検証し、それをもとに理論を構築する手法である。事例データを集積し仮説
理論と繰り返し比較するため、実証研究と位置付けられている。Yin (2011) によれば、質
的研究には様々な手法が挙げられ3、ケース研究も質的研究の範疇にある。この Eisenhardt
のケース研究の手法は、データ収集の方法にはこだわらず、可能な限り多くのデータ収集を、
繰り返し仮説検証するもので、柔軟性の高いものである。 
 ケース研究は、それぞれ事例ごとに固有性があるという解釈から、一般概念化が難しいと
考えられる。藤本・安本 (2000) は、製品開発を野球のヒットにたとえ、一回のヒットには
偶然性が存在するために、長期視点で見たときの高打率の根底にある論理の概念化が重要で
あると主張している。それに対して、沼上 (2000) は、理論の追試があまり行われない経営
学においては再現性よりは、行為者たちの偶然性の論理に関する視点に着目すべきではない
かと主張している。 
 ケース研究法といった事例研究法の学問としての意義を明白にするために沼上 (1995) 
は、Yin (2003) の質的研究の４つの基準に焦点をあて、その信頼性を満たせるか否かを中
心に議論を展開している。4 つの基準は以下の通りである。 
 
(1) 内的妥当性： ある事例で観察された変数間の関係が、実は他の変数に
よって、引き起こされていたという可能性が排除されている度合。 
(2) 構成概念妥当性： 考察された構成概念が、ケースにおける事実と一致
している程度。標準化された尺度が存在しないため、事例と構成概念の整合
性が課題となる。 
(3) 信頼性と追試の可能性： 信頼性とは、経験尺度が安定的かつ一貫して
何かを測定しているか否かを示す程度のことである。いつ測定しても同じ結
果が得られることである。 
(4) 外的妥当性： 一般化の概念とも言われ、ある事例の観察から得られた
変数間の関係が他の事例でも観察可能かを示す基準。 
 
                                                          
3 Action research, Case study, Ethnography, Ethnomethodology, Feminist research, Grounded theory, Life 
history, Narrative inquiry, Participant-observer study, Phenomenological study などが存在する。 
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 このような議論から、川上 (2005)は、質的研究については、一貫性の論理と偶発性に関
する議論が存在すると述べている。本稿では、製品開発の価値形成プロセスを明らかにする
ために、価値形成の組織メカニズムの最小単位としての開発者と、その周辺の人々の動きの
理解に焦点をあてることとする。また製品開発のプロセスは、口頭もしくは数値などで表現
しにくい現場知識、開発者自身が重要視していないルーティンの作業の存在など、様々な事
象が影響を与えている可能性がある。そのため、対面取材によるデータ収集を主体に研究を
実施することにした。 
 このような質的研究に対する議論に対して、本稿では持続的に特定の製品を開発し続けて
いる企業を対象にする。その理由は、対象となる企業もしくは事業が存続している事こそが、
理論としての妥当性を担保するものと考慮できるとためである。つまり継続性ある製品開発
を実施している過程には、反復可能で持続性ある論理が存在すると考えられる。この論理の
部分を形成した理論であれば、その反復性ゆえに、信頼性や妥当性があると解釈した。 
 Eisenhardt の手法に基づいて、特定の製品分野に焦点をあてて、そこでの複数事例の共
通点と相違点を整理し、何かしらの示唆を得ることを目指す。追試の可能性については、質
的研究の対面取材におけるバイアスが課題となる。そのため、事前に製品ごとに共通の質問
シートを取材対象者にメールで配布し、当日回答を入手する方法を採用している。書面化し
た質問項目への回答を基本にしているため、追試の際に再入手できるデータに差異は存在し
ない可能性が高いと考えられる。  
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2章 仮想便益 
 
 これまでの議論で、価値形成において便益の形成が重要であることを述べた。本章では、
便益そのものに焦点をあて考察を行う。 
 便益は製品価値の主要な構成要素となる。便益には、機能や性能として数値や形状などに
変換できるものがある4。例えば自動車の速度や燃費、家電製品では軽さやコンパクトなサ
イズ、消費電力の少なさなどで便益を数値化でき、他社製品ともその性能を比較することが
できる。これらは、社内では明確な開発目標になるが、市場では明確に製品のパフォーマン
スを数値化できるため、競合との競争になりやすい。 
 それに対して、数値化できず感覚のみでしか把握できない便益がある。この便益は、主に
人間の感覚によって、その品質が決められる。その開発の過程では、まず市場の顧客の便益
となる感覚がイメージされると考えられる。目指す便益が具体的に表現しにくいため、何ら
かの共通指標が必要なためである。本稿では、このような仮想の価値を「仮想便益」と定義
する。 
 本章では便益を、図表 1 のように分類する。この便益が、どのように製品の機能として具
現化されるかを考察する。 
 
図表 1：本稿における便益 
 
2.1 便益の尺度化 
 
 製品開発は企業内の複数の部署または関連会社との連携作業であり、開発目標となる便益
が曖昧であれば、その便益の認識に、それぞれ差異が生じる可能性がある。そのため共通指
標が必要となり、便益となる感覚を何かしら指標化することが必要となる。これら感覚を把
                                                          
4 例えば、味覚などを評価する官能評価や、願望としてのイメージを物理的に再現する感性工学 (長町,1989) と呼
ばれる分野を挙げることができる。 
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握しやすく数値化する方式が考えられるが、数値で表現することが不可能な場合もある。 
 新製品としての便益は、新しいタイプのものと、既存のものを流用したものに大きく分類
できる。また便益は、数値化できるものとできないものに分類できる。これら新感覚の便益
と既存感覚の便益、数値化の有無を、それぞれ比較軸として設定し、開発の方向性を考察す
ると図表 2 のようになる。 
 
図表 2：便益開発のパターン 
 
 数値化可能 数値化不可能 
新感覚の便益 (1) プロセスの効率化 (2) 人の感覚による解釈 
既存感覚の便益 
(3) プロセスのさらなる効率化。 
  数値の維持または向上。 
(4) 既存感覚の維持 
 
 まず新感覚の便益において、(1) 数値化可能な場合には、顧客ニーズに対応する範囲や量
を把握することで、開発プロセスの冗長性などの非効率性を低減することができる。 
 例えば、家電製品ではないが、医薬品の開発のように、膨大な添加物と化学化合物の中か
ら、予算と納期の許容する範囲で、便益としての薬効の可能性を 1 つ 1 つ確認し、トーナ
メント形式で最適な素材を探索する開発 (桑嶋, 2006 ; Terwiesch & Ulrich, 2009) の方法
が該当すると考えられる。 
 次に、(2) 数値化不可能な場合は、便益を評価できる人を開発過程に参加させるか、評価
能力を開発者自身が持つことで、便益の把握が可能となる。しかしながら、その評価は主観
的なものであり、評価者によってその内容が異なる可能性がある。しかし、組織の構成員は、
曖昧性に直面したとき、自らそれに対する認識や選好を独自に形成し、次第にそれが組織の
選択に影響を与えるとされる (March &Olsen, 1976 ; 遠田, 1985 )。このような数値化でき
ない便益の感覚の基準が、組織内に伝播し開発の共通指標として確立できれば、競合企業の
追随や模倣が困難とも言える、企業固有のプロセス能力の源泉ともなりうる。 
 図表 2 の既存感覚の便益は、市場で需要を確認できた便益とここでは解釈する。上記の図
表に沿って開発の方向性を説明すると、(3) 数値化可能な場合、特定の方向に便益を示す数
値を向上させることや、作業時間やコスト効率化を図ることができる。さらに (4) 数値化
不可能な場合では、既存の感覚の維持または、これを組み合わせるなどの方法がある。 
 新製品の便益開発は、尺度としての数値化の可否によって、その手法が異なる。本稿での
便益の議論は、(2)に位置する「人の感覚による解釈が必要な便益」に焦点を当てる。  
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2.2 便益の曖昧性 
 
 顧客にとって製品やサービスを購入する理由の一つには、顧客自身が抱える何かしらの課
題や願望などへの解決法を得るという目的がある。顧客にとっての便益とは、その製品やサ
ービスの解決法に対する満足である。便益には、数値などで尺度化し明確に共通指標にでき
るものと、できないものの二種類あると述べた。便益が顧客の満足であるとすれば、本質は
感覚である。その点から、評価は顧客の主観に依存し、開発側にとっては曖昧性とも言うべ
き解釈の難しさがあると考えられる。つまり顧客によっては、その評価や解釈が異なる可能
性があり、その主観的な特性から、それらを開発側が把握できないことも考えられる。 
 曖昧性とは、対象について、2 つ以上の解釈が存在することである。それは多義性がある
状況、または明確な解釈がない状況を意味する (Weich, 1995)。その解釈の多義性が、便益
の開発では試行錯誤の必要性を生み、作業の冗長性をもたらしている可能性がある。 
 便益の曖昧性は、2 つの難しさに起因していると考察する。それは顧客ニーズの把握の難
しさと、その便益自体の評価の難しさである。 
 
2.2.1 ニーズ把握の難しさ 
 
 便益を形成するためには、顧客の課題や願望からこれらニーズの理解が必要である。しか
しながら、便益が曖昧になる理由の一つには、顧客ニーズの不明確性を挙げることができる。
Mowery & Rosenberg (1979) と Dosi (1982) は、顧客ニーズは曖昧であり、藤本・安本 
(2000) は、そこに「多義性」「複雑性」「不確実性」が含まれるとした。また、Maidique & 
Zirger (1985) は、曖昧な顧客ニーズ自身を理解するべきではなく、企業内でこの曖昧な顧
客ニーズを理解しようとしたプロセスの存在を探すほうが重要であるとした。このように顧
客ニーズは不確実性や曖昧性をもつものとされている。 
 製品開発の段階では、製品の便益がニーズに適合するかどうかを判断することは困難であ
ると、いくつかの先行研究では言及されている。市場でのニーズの大きさは、販売成果など
市場の反応をもとに、結果的に判断されるべきものであると考えられる。 
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2.2.2 便益の評価の難しさ 
 
 次に、曖昧性をもたらす点として、便益の評価の難しさが考えられる。便益の評価には 2
つの過程がある。便益を評価する過程と、その評価を伝達するために表現する過程である。
便益を評価する前に、評価者はその便益がどのようなものであるかを、まず認識しなければ
ならない。加護野 (1999) は、この認識について「見る・見分ける・感じる・分かる・学ぶ・
考える」などといった人間の活動のことと定義づけている。加護野の認識とは人間活動であ
り、個人特性や環境がその認識や評価に影響を与える可能性があると考えることもできる。
この個人特性や環境には、個人の習慣や社会制度など外的環境から生じたバイアス (中村, 
2000) や、評価者自身の感情、体調など様々な環境や背景といったものを挙げることができ
る。このように認識に個人的な差異が存在する可能性があり、それによって評価の判断の基
準も個人によって異なる可能性も考えられる。 
 次いで評価を表現する過程では、感覚を表現する語彙に、表現者固有の意味が包含される
場合がある。つまり、個人ごとに語彙の意味や解釈に差異が生じ、その点からも評価に多様
性をもたらすと考えられる。ある特定の感覚に対して、ある評価者が使う言葉または指標に
は、その評価者の経験に基づいた独自の感覚が紐付けされる。そのために語意に差異が生じ
る可能性があると言える。さらに男女差、年齢差、敬語などによる言葉づかいの差異が、コ
ミュニケーションにおける解釈の差異をもたらす場合もある (荻野, 2004)。 
 このように、個人差、または同じ個人でも状況によって評価には差異が生まれる。さらに、
その評価を表現する段階でも、表現によりコミュニケーション上の解釈の誤差が生じる場合
がある。便益の評価が曖昧になる理由は、ここにあると考えられる。 
 
2.3 仮想便益 
 
 把握と評価が難しい便益について、何も持たない状態では製品の開発できない。また対象
となる市場のすべての顧客に製品を評価させ、要求される事柄をすべて改良した上で、市場
に製品を投入することは現実として不可能である。そのため、特定のモニターへ評価依頼や、
期間や地域を限定したテスト販売などが、製品開発のプロセスとして実施される場合がある。
またそれまでの開発や販売の経験から得られた断片的な情報から、開発者は全体的な評価を
仮想する必要がある。そのため開発者らは、市場の顧客が満足すると仮想した感覚を基に開
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発を行う。本稿では、この顧客が満足すると仮想した感覚を「仮想便益」と定義する。 
 この仮想便益とは、顧客情報の「ストックされた知識 (野中, 1990)」として、個人に蓄積
された感覚である。これは感覚であるために、開発者間で厳密な共有は困難である。無形の
暗黙知として存在するもの考えられる。無形であるために、その感覚が競争力の源泉となる
可能性がある。 
 感覚的な便益を追求する企業は、これら概念的な顧客イメージともいえる仮想便益を感覚
の指標としていると考えられる。その感覚に基づいて顧客の便益を予想し、開発におけるさ
まざまな意思決定を行う。 
 
2.3.1 顕在ニーズか潜在ニーズか 
 
 Freeman & Soete (1997) は、イノベーションとは発明が商的に取引されて初めて実現さ
れるものであると述べた。Mowery & Rosenberg (1979) は、需要と供給の双方による影響
が、イノベーションのプロセスを理解する上で重要であるとした。また製品開発を含む多く
の先行研究においても、市場における需要と技術の視点が統合的に解説されている 
(Stefano, Gambardella & Verona, 2012)5。つまり需要がイノベーションの実現には重要で
あり、需要喚起のためには顧客価値の認識は必要と考えられる。 
 自動車や家電といった普及率の高い耐久消費財の新需要は、その耐久年度など製品の寿命
次第であると考えられる。そのため、この耐久年数に拘束されることなく、新規購入を促進
するためには、新市場の発見が必要である(石原, 1982)。Narver, Slater & MacLachlan 
(1998) は、潜在ニーズと顕在ニーズの違いは可視化できるか否かであり、顕在ニーズは可
視化できるため、競合の目標となりやすいとした。 
 また Narver et al. (1998) は、顧客リード原理 (a customer-led philosophy) と、市場志
向原理 (a market-oriented philosophy) の二種類の原理を主張している。前者は、顕在化
された顧客ニーズの短期視点でかつ反応的 (responsive) な充足を指し、後者は、潜在ニー
ズの長期視点かつ先行的 (proactive) な充足を定義している。さらに Narver, Slater & 
MacLachlan (2004) では、25 企業のうちの 41 事業のマネージャー120 名に対し調査を行
っている。それによると、先行的な市場志向は、新製品開発の成功に対して有意に関連する
とされた。製品開発の姿勢として、顧客が感知していないニーズを実現しようとする考えを
                                                          
5 この論文は、1956-2010 年までのイノベーション研究に関する論文から引用率の高い順番に 100 種の論文を選
択し、テクノロジー・プッシュとディマンド・プルなどの各種キーワードについて分析を行った論文。 
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持つことは、成功との相関が高いとしている。それに対して、顕在化されたニーズから収益
を得ることについては、潜在ニーズを追求するよりリスクも低いと考えられる。その点につ
いて、Narver et al. (2004, p.344) は、反応的な市場志向はニーズが明確であり模倣されや
すい。つまり競争力を維持しながら利益を享受するには、先行的な市場志向が必要であると
主張している。 
 このように潜在ニーズを創造するためには新しい試みが必要である。児玉 (1991) は、潜
在ニーズへの解決策を技術で表現するためには、潜在ニーズを製品の概念として統合し、こ
の概念を個々の要素技術へ分解する必要があると主張している。この考えに基づき、本稿で
は、潜在ニーズの統合と分解の試みに対しては、仮想した顧客や便益が、それについて満足
するかといった判断が、技術の統合を含めた開発の進捗上必要だと考える。 
 潜在ニーズを発見するためには、開発段階ではそれを評価するプロセスが必要となる。そ
の評価が感覚的なものであるとすれば、開発側が持つ感覚と、実際の顧客の感覚が一致した
状態が、製品開発にとっては理想である。その一致の精度が、開発される製品の市場での顧
客ニーズへの適合度を決定づけるとも言える。 
 
2.3.2 仮想便益の特徴 
 
 暗黙知は個人への粘着性が高い (野中, 1990 ; Kogut & Zander, 1992)。仮想便益は、形式
知化が困難な暗黙知であり、感覚ゆえに属人的である。そのため開発者によって、適切と考
える便益には、相違が生じている可能性がある。企業での開発の組織構造を単純化すると、
開発者と管理者としてのマネージャーの構造が存在する。製品開発は、その進捗において管
理者の評価をうけるだろうと考えられる。開発者だけでなく、管理者にも評価のために仮想
便益が存在する可能性がある。この管理者の仮想便益が、自身の評価の基準になると考えら
れる。 
 それ以外にも、評価を担当する社員も存在する。例えば、パナソニックは炊飯器の開発に
於いて、その開発者だけでなく、「ライスレディ」と呼ばれる 20 から 40 歳代の社員を社内
から試食評価者として選抜している。そのライスレディの研修では、圧力などの条件を変更
した炊飯米を食べ比べ、味や食感を議論しながら、おいしさの基準を参加者全員で共有して
いる6。この場合、「おいしい炊飯米」という仮想便益となる味覚の基準が、開発者だけでな
                                                          
6 2013 年 8 月 20 日 日経産業新聞 1 面「人の五感 技術が代替」 
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く、開発に関与する者にも形成され存在すると考えられる。 
 このような炊飯米の開発において、図表 3 のような関係性が存在すると考えられる。また
仮想便益は、この開発者・管理者・評価者の 3 者にそれぞれ存在する。便益形成の過程には、
3 つの感覚を、ひとつの感覚へ「収束」させる過程があると考えられる。 
 収束は、便益の表現が難しいため試作機を基に行われる。試作機が作りだす感覚を、開発
者が主体となって調整することで、これら開発に関与する者の感覚に収束させる。例えば、
開発者・管理者・評価者の 3 者の場合、収束には 3 通りの形態が存在する。 
 
図表 3：仮想便益の所在と収束の種類 
 
2.3.3 試作機 
 
 人工物の進化は淘汰作用により進化させるべきという考えに基づいた創出試験 
(generator-test) という概念がある (Simon, 1969)。創出 (generator) には、多様性すなわ
ち以前に存在しなかったものを生成する役割があるのに対し、試験 (test) は新しく生み出
された種を選別する役割がある。この流れを汲み、Thomke (1998 ; 2002)、Wheelwright & 
Clark (1992) は、試作試験には、設計 (design) → 組立 (build) → 実行 (run) → 分析 
(analyze) といった 4 過程があるとした。これらが開発側の個人や組織により反復され、品
質が向上するとしている。品質の向上は、実行と分析に依存する。実行と分析とは、具体的
に言えば実験サイクルであり、試作機の評価と調整になる。 
 顧客が便益として求める感覚に、製品が生み出す感覚を一致させるプロセスは、不確実性
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が高いと考えられる。この不確実性の高さは、プロセスの冗長性につながる。これらに対応
するためには、開発期間を圧縮し、試行錯誤を繰り返す開発サイクルが有効である 
(Eisenhardt & Tabrizi, 1995)。この冗長性があることを前提に開発の効率性を高める必要
がある。 
 
2.3.4 市場志向としての感覚 
 
 仮想便益は、曖昧な感覚を評価するための基準となるだけではない。市場志向または顧客
志向の製品開発のための視点としても有効である。 
 過剰設計や過剰品種は高コスト化を誘発し、結果として競争力の低下を誘発したとされて
いる。藤本 (1995) は、1990 年代の自動車の例を挙げて、これらを説明している。そこで
は、その過剰設計や過剰品種は、バブル時代の十分すぎる設計や品種を、パラダイムの変化
に対応することなく継続した結果であるとしている。また、市場での製品の独自性に考慮し、
競合との差別化のみを意識し技術面に特化した結果、製品パフォーマンス値やスペック値が
顧客の要求水準を超える場合がある。これは市場の顧客ニーズに配慮しなかった結果とも言
える。 
 便益としての感覚を表現する際には、これら不確実性に幅広く対応するために、幅広いオ
プション機能を可能な限り多く付加することもある。これは顧客の便益の曖昧性を特定する
のではなく、顧客に選択肢を委ねることである。顧客ニーズを特定化することが難しいため、
複数の機能オプションの付加を前提に製品化することも考えられる。多くの選択肢を提供す
れば、評価が分かれる便益に幅広く対応することができる。 
 しかし、その結果、オプション過多になり、結局利用されない機能が増えて過剰な状態と
なる場合もある。多くの機能が付与されることで、操作の煩瑣性の増加やコストの上昇など
により、製品の価値が低下することが考えられる。 
 競争が激しい市場での、競合企業間の技術競争においても、市場における要望を超えた過
剰な設計は、結果として Christensen & Bower (1996) の主張するように、安価で簡便な破
壊的技術を携えた新興企業により、市場における順位が覆される可能性が生じる。この製品
の過剰性能を抑制する能力、つまり顧客の求めるものに的中させる能力が、価値形成の持続
には必要である。 
 Nelson & Winter (1977) と Dosi (1982) によって拡張された技術軌道という概念がある。
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製品は、製造企業の様々な技術が蓄積または集約化されたものである。この技術の結晶であ
る製品を市場に投入することにより、その市場での反応を通して、技術の可能性を開発側が
認識できるだろう。このため、製造企業としては可能な限りできるだけたくさんの技術を試
行したいと意図し、過剰設計に陥ることも不思議ではない。 
 顧客を中心の視点とする仮想便益は、技術視点による評価基準ではなく、仮想されたとは
いえ、開発側に蓄積された顧客ニーズに関する知識である。この仮想便益を利用すれば、過
剰な機能を抑制する上で有効と考えられる。 
 
2.4 顧客側の期待便益 
 
 購入時、顧客にとって、その製品の便益の全容を把握することはできない。そのため購入
判断は難しいものとなる。開発側つまり製造企業は、顧客にその便益を理解させるための情
報を提供する必要がある。 
 本稿では、顧客が製品購入後、将来的に得られる便益を「期待便益」と定義する。この期
待便益は、購買判断の基本となる。この期待便益の形成は、ブランドを含む広告や宣伝や、
店頭での価格表示などによる情報の伝達によって形成される。ただ、それらは便益という感
覚を正確に伝えるものではない。それ以外にも、顧客がすでに類似の製品を利用し、認識し
ている場合もある。 
 
2.4.1 期待便益 
 
 Priem (2007) によれば、便益は顧客にとって購入後に明確に認識されるものである。さ
らに続けて、顧客は購入後の便益を予想し、購入の意思決定を行うとしている。この便益に
ついての購買時の予想は、類似の製品の経験に基づくものや、他者の利用経験を伝聞したも
のなどで形成されるとした。本稿では、購買時のタイミングで、これら顧客が期待する便益
を「期待便益」とする。 
 市場に普及し、すでに成熟した製品については、顧客はある程度正確な期待便益を持つこ
とが可能となる。しかし新しい製品については、顧客も知識に乏しい。そのため、価格は品
質を表示すると考え、表示価格によって判断される場合 (上田, 1999) や、店頭での試用に
よって、期待便益が顧客にとって判断されると考えられる。 
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 期待便益は、購入時の判断の材料となる。製品の便益を伝達する場合は、期待便益を高め
る必要があると考えられる。 
 
2.4.2 明確な便益 
 
 仮想便益とは、顧客にとって便益であると仮想された感覚である。そのため、市場での評
価が必要となる。つまり、新製品に追加された新しい便益は、顧客に利用される前の開発段
階では、ニーズに適合した感覚かどうかが不明確である。発売時には、新しい便益は不明確
な便益であると考えられる。そして、実売を通して需要があるか、ニーズに合致しているか
が判明する。図表 4 にように、継続的に市場で評価されることで、製品によっては、その便
益が拡張する場合と、拡張しない場合が存在すると考えられる。これら拡張を繰り返し、製
品の便益は高まっていくことになる。 
 このように便益は蓄積され、その開発企業にとって独自の感覚が形成される可能性がある。
既存の便益の上に、新しい便益を積み重ね、需要があれば製品に付加し、そうでなければ削
除することで、便益の傾向に独自性が生み出されている可能性がある。 
 
図表 4：拡張する便益(上)と拡張しない便益(下) 
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3章 仮想便益の収束 
 
 開発側が仮想便益と考える感覚を、機能的に再現できるようにすることで、製品の便益が
形成される。その仮想便益とは、開発に携わる者がそれぞれに持つ、顧客が便益と考える感
覚である。それは感覚であるために、明確にはこれを共有できない。それは試行錯誤を経て、
開発者から試作機に転写されていくと考えられる。つまり、試作機は開発側によって形成さ
れた感覚の結晶でもある。 
 本稿では、これら仮想便益が、製品の機能として 1 つにまとめられていくことを「収束」
と定義する(図表 5)。また「収束された仮想便益」とは、製品が完成品として表現する感覚
であり、この感覚が市場で評価されることになる。本章では、この収束について議論を行う。 
 
図表 5：仮想便益と試作機の収束 
 
 
3.1 収束 
 
 この「収束」の概念は、開発側が仮想する顧客のニーズと自社の技術の融合と解釈できる。
このような市場ニーズと技術の融合といった視点で、製品成功研究を整理する。製品開発の
議論上で、収束プロセスについて考察する。 
 
3.1.1 製品開発成功研究 
 
 製品開発の先行研究において、代表的な成功研究が存在する。これら成功研究をもとに、
市場や顧客のニーズと技術の融合についての考え方から、便益の収束に関する事前の考察を
行う。 
 1960 年代、Myers & Marquis (1969) は、576 の成功したイノベーションを分析した結
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果、多くが技術プッシュ型ではなく、ディマンド・プル型のものであったと主張した。イノ
ベーションには、商業の視点  (Freeman & Soete, 1997) や需要の視点  (Mowery & 
Rosenberg, 1979) が必要であるとされている。Abernathy & Clark (1985) は自動車業界を
例に挙げて、市場と技術の視点において、それぞれが破壊的か温存的かで特性を 4 象限に分
類した。そこで便益の実現には市場と技術の融合が必要であり、また相互作用することによ
り、新製品開発の方向性が変化するとしている。 
 このような市場と技術の融合とは、どのようなことであろうか。1970 から 1980 年代に
かけて、いくつかの製品開発の成功研究が存在する(Rothwell, Freeman, Horlsey, Jervis, 
Robertson, & Townsend, 1974 ; Rubenstein, Chakrabarti, O’Keefe, Souder, & Young, 
1976 ; Cooper, 1979 ; Maidique & Zirger, 1984 ; Urban, Hauser & Dolholakia, 1987)。こ
れら代表的とも言える研究は、対象とされている業界が多岐にわたり、また市場環境も異な
る。これらに記載されている成功のための箇条書きになった条件は、必ずしもすべての業界
で敷衍可能な再現性のある内容ではない。しかしながら、共通項として市場または顧客への
理解が成功の主要因と述べられている。 
 製品開発研究については、上記のような成功に焦点を当てるだけでなく、開発の過程自体
に焦点をあてた研究も存在する。青島 (1997) は、新製品開発において、その背景に 2 つの
理論的視点が存在するとしている。1 つ目は、自己完結した独立の問題解決プロセスとして
や、製品システムを理解するための継続的な探索プロセスとしての「製品開発プロセス観」。
2 つ目は、製品の物理的構成要素からなる単層システムと複数システムが共存するという
「製品システム観」である。さらに桑嶋 (2002) は、1990 年以降の製品開発研究が、「製品・
産業特性アプローチ」「マルチプロジェクト・アプローチ」「問題解決アプローチ」「組織能
力アプローチ」の 4 つに分類されるとしている。 
 本稿では、仮想便益を製品に収束させていくプロセスは、探索的な問題解決アプローチと
解釈する。その理由としては、仮想便益を開発に関連する者がそれぞれに保持するためであ
る。つまり、1 つの製品の感覚として実現するには、相互に矛盾する箇所などを調整すると
いった問題解決が必要だからである。また感覚であるため、明快な指標は存在しない。その
ため試行錯誤による探索が実現の方法の 1 つであると考えられるためである。 
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3.1.2 収束の概念 
 
 便益の収束は、開発者が製品の試作機の調整を行いながら実現される。まず開発者自身が
持つ仮想便益が試作機に転写される。その後に、開発者以外の者が持つ仮想便益との収束が
行われる。開発者以外に挙げられるのが、例えば管理者や評価者である。収束は、開発者に
よる設計と、開発者以外の者の評価によって次第に、これら複数の仮想便益が、製品へ転写
されていくプロセスである。 
 収束には、コミュニケーションのために冗長性が存在する対話が必要となる場合が考えら
れる。コミュニケーションの抽象度が上がれば、より多くの時間やコストが必要になる場合
があると考えられる。収束を実現するには、この点からいくつかの条件がある。対象となる
製品の便益の認識と評価ができ、それを表現する能力があること。反復的に参加できるだけ
の時間と人件費などのコストを開発側が許容できるかといったことが考えられる。 
 開発者と管理者および評価者が参加する場合、複数の仮想便益が収束されることになる 
(図表 6)。収束の結果、重複される部分が製品の便益として収束された仮想便益となる。 
 
図表 6：複合的な収束 
 
3.1.3 コミュニケーション 
 
 それぞれの仮想便益の製品への収束は、開発者とそれ以外の関係者との試作機を利用した
コミュニケーションを主体に行われる。コミュニケーションとは、2 者ないし、それ以上の
人間との間での情報の移転や交換を意味する (原岡・若林, 1993 ; Luthans, 2003)。その際
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には媒体が必要とされ、媒体によっては交換される情報量が異なる (図表 7)。曖昧なものを
明確にするコミュニケーションが存在する媒体が、情報豊富 (information richness) な媒
体であるとされる。それに対して、理解に時間がかかるものが情報豊富ではない媒体とされ
ている (Daft & Lengel, 1986)。 
 
図表 7：媒体によって異なる情報の豊富さ7 
媒体の種類 
フィード 
バック 
経 路 言 語 非言語 
リッチネス
の度合い 
対 面 速 い 視覚・聴覚 会議・面談・会話 
表情・声音・ 
ボディランゲージ 
高 い 
電 話 速 い 聴 覚 会 話 声音  
映 像 遅 い 視覚・聴覚 音 声 映像（場面・風景など）  
文 書 遅 い 視覚 文 字 書体・言い回しなど  
数値記録 遅 い 視覚 数 字 書体など 低 い 
※Daft & Lengel (1986)と原岡・若林 (1993) もとに筆者が追加。 
 
 仮想便益を収束するためのコミュニケーションは、図表 8 のような構造と考えられる。試
作機に転写された開発者の仮想便益が、管理者または評価者それぞれの仮想便益に照合され
評価される。対面のコミュニケーションは、そのフィードバックの速さや、解釈の誤りをす
ばやく訂正できるといった即時性において情報量が豊富である (Daft & Lengel, 1986)。管
理者や試用評価者から開発者へのフィードバックには、会話だけでなく、非言語コミュニケ
ーションが存在することが考えられる。つまり対面による反復的な評価と調整によって行わ
れる収束のほうが、言語や非言語によるコミュニケーションによって、精度の高い一致を期
待できる。 
 
  
                                                          
7 インターネット普及前の資料であり、電子メールやホームページなどは含まれていない点を留意。 
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図表 8：収束のためのコミュニケーション 
 
3.1.4 製品開発における便益の収束 
 
 製品トラジェクトリーという開発企業の知識や洞察の軌跡を示すモデル (楠木, 1995) が
存在する。収束の過程も同じく、開発企業の活動の過程を表す軌跡として表現できる。仮想
便益と製品が創りだす感覚の収束は、主に試作機の評価によって実現される。製品開発は、
企画・設計（生産設計および工程設計）・試作・生産の過程を経る (Ulrich & Eppinger, 2012 ; 
Crawford & Benedetto, 2011 ; 藤本・安本, 2000 ; Wheelwright & Clark, 1992)。試作段階
だけでなく、そのほかの段階でも、仮想便益に向かって製品の便益は形成される。このため
収束は、開発全般において軌跡のように表現することが可能である。 
 例えば、企画の段階や設計の段階でも、開発者が仮想便益を保持する場合は、コンセプト
づくりにそれが反映される。さらにそのコンセプトを実現するために、製品として設計され
次第に精緻化される。その後、便益を再現する試作機が完成し、開発に関与する社員の持つ
そのほかの仮想便益と収束されていく。最終試作で、その製品が生み出す感覚は便益として
固定化される。製品開発の収束は、このようなプロセスであると考えられる (図表 9)。 
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図表 9：開発上での収束 
 
 しかし製品によっては、仮想便益に収束できない場合も存在する。技術や時間やコストな
どの制限によって、技術的に製品機能として再現できない感覚も存在する事もある。その場
合、開発者が妥協することで、収束しない状態で開発を完了させる場合もあると考えられる。
図表 9 で示す収束の過程は、理想的な収束のモデルとして考察したものである。 
 
3.3 連続的な収束 
 
 顧客ニーズは不明瞭である (Mowery & Rosenberg, 1979 ; Dosi, 1982 ; Maidique & 
Zirger, 1985 ; 藤本・安本, 2000)。開発段階で不明瞭なため、製品の需要を表す販売量によ
って顧客ニーズの存在が判明する。本稿で収束とは、企業内での仮想便益と製品が創出する
感覚を一致させるプロセスと定義した。しかし開発段階での収束は、開発者の感覚を一致さ
せるための過程である。つまり実際に市場で顧客が求める便益と異なる可能性もある。その
ため、製品を販売し、情報収集しつつ、顧客が求める感覚に一致させるプロセスも存在する。 
 また便益には、潜在ニーズによるものと、顕在ニーズによるものが存在する。潜在ニーズ
は、顧客にその便益を認知させる必要がある。 
 このような場合、図表 10 のように市場で販売を繰り返すことにより、便益を一致させる
方法が考えられる。これは、開発側の仮想便益と、実際の顧客の便益との一致の程度を販売
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ごとに高めつつ、新製品の便益の質を高めていく方法である。仮想便益の一致の度合いが高
まり、それを試作機に正確に転写することができれば、製品が創りだす感覚も同じく高まる。 
 
図表 10：連続的な収束 
 
3.3.1 便益の追求 
 
 Kotler (2002) における価値の視点で考察すると、便益がない製品はそのコストに対して、
割高感がある製品となる。価値を高めるには、便益を高める必要がある。 
 製品開発では、まず市場調査を行い、どのような課題解決や願望といったニーズが存在す
るかを想定する。次に採算性を確保できる市場セグメントに対して、自社の技術を利用し、
どのような製品を提供するかが検討される  (Ulrich & Eppinger, 2012 ; Crawford & 
Benedetto, 2011 ; Urban & Hauser, 1987)。便益形成の方向性の設定は、さまざまな営業
経験や調査などによってもたらされた顧客や市場の情報をもとに企画段階で行われ、試作機
などで調整されながら便益が形成される。 
 この便益形成プロセスは、換言すれば市場と技術の融合とも言える。具体的には、市場で
求められる便益を再現するために、企業が仮想した便益を、製品が創りだす感覚に収束する
ものである。この収束プロセスによる、顧客志向や市場志向的とも言える便益の開発は、便
益の実現をめざした動的な志向性があると考えられる。 
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 開発プロセスを方向づける志向性とは、市場開拓の模索とも解釈できる。市場を顧みると
いう意味で、「顧客志向」、「市場志向」、「競合志向」、「ユーザーニーズ」などの用語が存在
する。これら用語は「マーケティング・コンセプト」といった概念上に存在するキーワード
とされる。Kotler (2002) はこの「マーケティング・コンセプト」について、「卓越した顧
客価値を競合よりも効率よく創造、配信、伝達するための鍵を握っている」と述べ、さらに
ターゲット市場、顧客ニーズ、統合マーケティング、顧客満足を通した利益の 4 つの基盤が
あるとした。 
 1990 年代に、Kohli & Jawoski (1990) によって、マーケティング・コンセプトの組織レ
ベルでの実証研究が行われた。経営者に対して調査を行い、マーケティング・コンセプトは
市場志向の上位概念であると結論づけた。さらに市場志向は 3 つの要素で構成され、その要
素とは、顧客焦点・よく調和されたマーケティング手法・収益性の 3 つであるとしている。
さらに顧客焦点については、市場志向における中心要素であると述べ、具体的に、「規制や
競争などの外部要因を考慮すること」、「現在や将来的に可能性がある顧客の嗜好や必要性を
探ること」としている。これ以外にも Narver & Slater (1990) も、市場志向とは、顧客志
向、競合志向、内部機能の調和 といった 3 つの要素から成立するとし、どちらも顧客に配
慮する要素が含まれる。 
 また先行研究において、製品開発には成功の条件が存在すると説明した。しかしこれら先
行研究の調査対象の製品や業界が多岐であり、成功定義にも一貫性がなかった。そのため、
それら条件などの合致を目指しても必ずしも成功するとは限らない。それには競合や顧客な
どの市場環境への状況に合わせて、開発側が「どう動くか」といった動的な視点が乏しいと
も考えられる。製品開発における価値形成において、企業が仮想する便益と顧客が求める便
益を収束させるプロセスには、背後で行動を方向づけする戦略的な意志  (Prahalad & 
Hamel, 1989) にようなものが重要であると考える。 
 本稿の収束による便益実現のプロセスは、顧客志向のひとつに包含されるべきであると考
えられる。動的に、顧客の便益を追求することをより明確に定義するために、このような志
向性を「便益志向」とする。 
 この「便益志向」というキーワードは、一連の製品開発活動における方向性を表現した用
語である。この「便益志向」をもとにして、価値形成プロセスが動的に機能すると考えられ
る。 
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3.3.2 顧客の便益との一致  
 
 この連続的な収束のケースとして、食器洗い乾燥機を挙げる。これは 3 回目の市場投入で
成功した製品である。失敗を教訓とした機能の向上と、社会構造の変化に伴う顧客ニーズの
変化により、実需獲得に成功した。この食器洗い乾燥機は 2011 年には普及率 28％8である。
しかし 1960 年に初めて回転噴射式の「電気自動皿洗い機」として 59,000 円で発売され、
当時は贅沢品と見なされほとんど売れなかったとされている。 
 1968 年に 2 号機の価格を下げて 29,500 円で発売。しかし日本の食器は種類が多く、そ
れに付着する米粒や海苔などを完全に洗いきることができず、雑誌などで酷評された結果、
製品は普及しなかった。しかし、男女雇用機会均等法などの施行など、家事分担のトレンド
も見えてきた 1996 年、水流機構と洗剤を改良し洗浄性能を高めることで便益を向上させた
製品は、77,000 円にも関わらず 1 年で 30,000 台を販売した9。この事例は、性能やスペッ
クを変化させて、市場で顧客が求める便益と、製品の機能の一致が実現した事例である。こ
の場合、共働き家庭の増加など生活スタイルの変化に伴い、顧客つまり市場の方から、製品
機能に対するニーズが自発的に発生したものと考えられる。 
 また Apple 社は、情報端末「ニュートン」を 1993 年に発売した。米国で当時 699 ドル
と高価であり、結局ペン入力が受け入れられず販売は低迷10し、1998 年には開発中止とな
る。価格に対する顧客にとっての便益が低かったと言える。しかし、これら画面タッチ入力
に関する技術蓄積や市場の反応などといった経験知識は、後の iPhone といった製品の成功
に、寄与している可能性があると言える。また松下電器も 1994 年に家庭用ゲーム機「REAL」
を発売した。ソニーのプレイステーションや任天堂のスーパーファミコンなどと比べ、魅力
的なソフトの不足で撤退したが、この技術は薄型テレビなどのデジタル家電をつなぐリンク
機能の充実などで活用されている11。 
 発売当初、食器洗い乾燥機のニーズは潜在的であった。しかし次第に女性の社会進出によ
る家事分担といった社会の情勢などで、顧客ニーズが変化し、製品機能に合致したとも解釈
できる。Apple 社の場合でも、当時先進技術とも言えたペン入力からタッチパネルなどへ、
顧客に合わせて変化させたことと、顧客にとっても画面にタッチして操作することへの便益
の理解が促進された結果、創出された状況とも言える。 
                                                          
8 総務省統計局「日本の統計」19 章家計より。 
9 2006 年 8 月 26 日 日本経済新聞地方紙 10 面 「関西発・食器洗い乾燥機」 
10 Ken Yamada "Computers: Imminent Debut of Newton Message Pad Has Apple Crowing & Critics Carping" 
The Wall Street Journal. 30 July 1993. Page B1. 
11 2008 年 4 月 8 日 日経産業新聞 5 面 
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3.3.3 一致または不一致の類型 
 
 明確な便益となるには、市場での評価を受けて、製品として需要を形成する必要がある。
需要を形成できなかった便益は、便益が価値の構成要素となる本稿の定義からすれば、価値
形成に失敗した製品と言える。 
 多くの製品において、すべての機能が顧客ニーズに完全に適合し、便益として評価される
製品はほとんどないと考えられる。また製品に付加された便益のうち、市場の顧客のほとん
どに評価される便益もあるが、評価が分かれるまたは、評価されない便益も存在する (図表
11)。価値形成に失敗、つまり顧客の便益との一致に失敗したパターンは、図表 12 のように
いくつか考察することができる。 
 
図表 11：評価による便益の分類 
 
 
 これらの失敗は、企業内で収束された便益が、市場にて評価されていない状態のことであ
る。例えば、製品が創りだす感覚が、顧客が求める便益よりも貧弱すぎる場合や、顧客の求
める便益よりも、製品の感覚が過剰に広い場合がある。この過剰な場合とは、顧客が求める
以上の機能を製品に付加した場合や、顧客にとって不要な部分まで対応しようとしている場
合などである。そのため顧客に機能の選択肢を委ねすぎることになり、改善には選択肢を整
理する必要がある。また貧弱すぎる場合とは、製品の感覚が顧客の期待以下である状態のこ
とを指す。便益を拡張する方向で開発を実行し、新しい機能や設計を付加する必要がある。 
 製品の便益の範囲が大きすぎる過剰設計は、コスト上昇による販売価格の上昇などが原因
で、顧客の価値を低減させてしまう場合がある。ただし、過剰設計になったとしても、コス
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トへの影響が小さい場合、価値形成の視点から考察すると、便益を高めることができ価値向
上につながるため、その場合は改善の必要はないのではないかと考えられる。しかし、顧客
にとっては、自分の好みを数ある選択肢の中から選び出す必要があり、製品機能の操作が複
雑化し、製品としての使いやすさを損なう可能性が高い。 
 
図表 12： 形成失敗パターン 
 
 誰もが認める便益については、持続的に製品開発している製造企業ならば、ある程度は、
経験則から認識できているのではないかと考えられる。対処が困難だと考えられるのは、市
場で評価が分かれる便益である。この評価が分かれる便益の対応をどうするかが、価値形成
において重要な課題であり、価格や製造コストに影響しない程度に、選択肢を提供する対処
法が考察できる。 
 このような特定多数の顧客の満足と、1 つの製品といった、トレードオフの関係を実現す
るためには、マス・カスタマイズの手法が存在する。Pine (1999) や Kotha (1995) の定義
によれば、マス・カスタマイズとは「フレキシビリティと即応性を通じて製品のバラエティ
化とカスタム化」とされている。しかし、この手法は在庫が多数発生しうる可能性があるの
と、流通上顧客とメーカーが直接接触する可能性も存在し、流通の複雑化を促進させる可能
性もある。さらに、もし、選択肢を制約せず多様なオプションを提供するとすれば、価格が
上昇する可能性もある。つまり、それは顧客にとって製品の価値が低減することにつながる
可能性があると言える。 
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4章 マッサージチェアの開発12 
 
 例えば、薄型テレビなどデジタル家電の製品性能の多くは、そのスペックやパフォーマン
ス値といった指標によって明確に比較できる。それら製品性能は開発側にとっても、明確な
目標になる。このような点から、ハードウェアよりもソフトウェアに注力すべきだと言われ
ている (小川, 2014)。このような製品開発の背景から考察すると、価値形成を市場競争の視
点で見るなら、ハードウェアといった競合の明確な標的になり得るものではなく、顧客の便
益などといった感覚に焦点を当てる方が、競合が比較競争軸を設定することが難しく、また
差別化しにくいのではないだろうか。つまりスペックが明確な製品よりは、これら感覚を便
益とした製品開発のほうが、より模倣や追随が難しいだろう。 
 この章では、便益の曖昧性の把握と、いかに製品としてそれら便益を形成するかについて
の課題に焦点をあてて、マッサージチェアの製品開発を見る。マッサージチェア業界は、
1950 年代にはかなりの数の企業が存在したが、現在数社に淘汰されている。この存続して
いる数社とも、マッサージの「もみ味」といった感覚を何かしら認識し解釈したうえで、開
発を実施している。マッサージチェア製造企業の曖昧性のある感覚の把握の方法を追求しな
がら、本章では便益の形成プロセスについて考察する。 
 
4.1 業界選択の理由 
 
 1950 年代にマッサージチェア業界には 35 社13の企業が存在した。約 60 年後の 2012 年
現在、日本企業 4 社が世界市場で主要なシェアを占める。家電市場の中でも数少ない、日本
メーカーが優勢な分野である。市場規模は約 600 億円14であり、日本における普及率は
13.7%15である。マッサージチェアの基本構造は、椅子の背もたれ部分に「もみ玉」の軌道
があり、その軌道に沿ってもみ玉が稼働する構造である。その動きはソフトウェアで管理さ
れ多様化し、人の手の動きに近づいてきている。 
 本業界を選択する第 1 の理由は、60 年にもわたる事業としての持続性と、市場での競争
優位性にある。業界視点で企業の淘汰を検証した Christensen, Suarez & Utterback (1998) 
                                                          
12 本章は、氏田・玉田 (2013) と、研究・技術計画学会・第 27 回年次学術大会（一橋大学国立キャンパス）で
の発表内容をもとに加筆・修正したものである。 
13 ファミリーイナダ株式会社の稲田社長への新聞の取材記事より。(2011 年 12 月 14 日付 朝日新聞夕刊) 
14 複数の取材資料をもとに筆者試算。 
15 総務省統計局「全国消費実態調査」（平成 21 年度）第 24 表“地域別 1000 世帯当たりの主要耐久消費財の所
有数量及び普及率”の電気マッサージチェアの項目より。2013 年 5 月 20 日アクセス。 
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と、製品開発のパフォーマンスの結果として企業の存続を述べている藤本 (2002) によれば、
企業が淘汰されずその業界に存在し続けること自体、成果の指標であるとしている。これら
企業や事業部が存続可能だったのは、製品開発プロセスに、持続的で模倣困難な価値形成プ
ロセスが存在したためと考えられる。また、この存続や持続性といった点には、質的調査か
らモデル化するために必要とされるいくつかの妥当性が含まれており、研究データとして好
ましいと考察できる。 
 この業界を選択する第 2 の理由は、マッサージチェアが顧客にもたらす便益としての「も
み味」が感覚であり、把握しにくいと考えられるためである。肩こり軽減やストレス解消な
どを目的としたマッサージチェアの「もみ味」は、その心地良い感覚が便益である。また同
じマッサージでも、評価が顧客ごとに異なる可能性がある。 
 また「もみ味」とは複合的な感覚であり、マッサージの速度や動き、手法の組み合わせに
より生み出される多彩な心地よさを指す。家電量販店においても、「メーカーごとにもみ味
が微妙に異なる」とされ16、売れ筋の製品とそうでない製品が存在する。この点から、マッ
サージチェアの「もみ味」には、曖昧さの中にも多くの顧客が心地よいと感ずる一定の共通
感覚が存在すると考えられる。この共通感覚として受け入れられる「もみ味」をマッサージ
チェアで実現するための手法に、それぞれの企業の競争優位の源泉が存在するといえる。顧
客の便益の感覚に一致できた「もみ味」を実現できたらこそ、これら企業は存続できたので
はないだろうか。この業界で存続した企業の開発プロセスを研究対象とすることで、価値づ
くりに関する示唆を得られるだろうと判断した。 
 
4.2 製品特性 
 
 マッサージチェアは、もみ玉とそれが通る軌道によって構成される。椅子の背もたれ部分
にもみ玉の軌道があり、その軌道に沿ってもみ玉が稼働する構造である (図表 13)。その動
きはソフトウェアで管理され多様化し、人の手の動きに近づいてきている。また各社のそれ
ぞれの製品には、空気圧で部位を全体マッサージする機能や温感マッサージなど、「6 人の
指圧師が中にいる」17ような機能群が存在する。このように「もみ味」というアナログ的な
感覚を、デジタル的にプログラムによって統合した製品である。 
 
                                                          
16 2012 年 9 月 1 日 某量販店マッサージ売り場担当者への覆面取材より。 
17 フジ医療器 商品部本部長付マッサージ部長の取材時のコメントより。 
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図表 13：マッサージチェアのもみ玉の動きのイメージ図(左)と製品写真 
    
  
 
※フジ医療器ホームページより (2012 年 8 月アクセス) 
 
 マッサージチェアは、マッサージといったサービスを製品化したものと言える。Shostack 
(1977) は、サービスは無体財だけでなく有体財と共に構成されるとし、連続体の概念つま
り市場取引される製品には、無体が優勢な製品から有体が優勢の製品まで連続的に存在する
とした。これらは、必ずしも有体または無体の二者択一ではなく、有体財にも無体財の要素
が存在し、その逆のサービスも存在するとした。また Levitt (1981) は、製品の便益の本質
をとらえ、市場では例外なく製品の「無体財」が売買されているとした。つまり、サービス
と製品には明確な境界は存在しないとしている。有体財としての製品であるマッサージチェ
アと、無体財とも言えるサービスのクイックマッサージについて、その違いを以下に考察し、
製品としてのマッサージチェアについての理解を深めることにする。 
 Zeithaml, Parasuraman & Berry (1985) によれば、サービスには 4 つの特徴が存在する
とされている。 
 
(1)無形性：サービスは行為で有体財のように見たり感じたり、味わったりできない。 
(2)異質性：顧客ごとに、サービス提供者ごとに、日によっても異なる。 
 つまりサービス回数ごとに異質性が存在する。 
(3)同時性：生産と消費が同時に行われる。物の場合、先に生産と販売された後に 
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 消費されるが、サービスの場合は先に販売され、同時に生産および消費される。 
(4)消滅性：サービスは行為であるため在庫できない。 
 
この Zeithaml et al. (1985) のサービスに関する特性を基に、図表 14 において、マッサー
ジチェアとマッサージサービスの特性を整理した。両者の顧客ニーズとして考えられるのが
肩こり解消や疲労回復である。それに対してマッサージから享受できる便益は「もみ味の気
持ちよさ」であり、共通事項となる。しかし、サービスとして提供されるマッサージは、施
術者ごとに手法が異なる場合がある。それに対しマッサージチェアは一度生産されると、も
み味は固定化され、正確な再現性を維持できる。つまりサービスのマッサージの品質には異
質性があるが、マッサージチェアのマッサージについて異質性はない。つまりマッサージチ
ェアの所有は、再現性のある異質性のないマッサージという便益を所有することである。す
なわち無体財のサービスと同じ効用を持つ便益の源を、異質性がなく、消滅性もない、有体
財として所有することであると言える。 
 
図表 14：マッサージの製品とサービスの特性比較 
 サービスの特性 ﾏｯｻｰｼﾞサービスの特性 マッサージチェアの特性 
(1) 無形性 
・特許などで法的に 
 保護できない。 
・伝えにくい。 
・価格設定が難しい。 
・インテリアなど 
 心地よさを誘う 
 有形財・無形財の 
 マッサージの組合せ。 
・マッサージといった 
 主要便益は無形。 
・有形の製品動作により 
 便益が生成。 
・本体所有権が移動。 
・有形だが便益創出の 
 動作は無形。 
(2) 異質性 
・共通化と品質管理が 
 困難である。 
・安定品質が難しい。 
・消費者の品質評価 
 が難しい。 
・従業員ごとに品質が 
 異なり統一が困難。 
・消費者の品質評価 
 が難しい。 
・異質性はない。 
 ＡＴＭやアマゾン 
 などのネット売買と 
 同様。 
・消費者の品質評価 
 が難しい。 
(3) 同時性 
・消費は生産と一体化。 
・消費されると 
 元に戻せない。 
・消費と生産は、 
 同じタイミング。 
・消費すると 
 元へ戻せない。 
・事前に購入があり、 
 異質性のない 
 サービスを継続的に 
 利用可能。 
・有体財として所有。 
(4) 消滅性 ・在庫が難しい。 ・在庫が難しい。 ・在庫は可能。 
 ※Zeithaml et al. (1985)を基に筆者作成。 
 
 このように、マッサージチェアは、サービス開発との違いで考察するとき、顧客が期待す
る「もみ味」をいつでも正確に再現可能にすることを前提に開発される。マッサージチェア
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開発は、マッサージを固定化した有体財を開発することに他ならない。この開発過程は、「心
地よいマッサージ」を中心的な便益としてつくりこみ、固定化し、つまりサービスに存在す
る異質性をなくしたものである。次に実際の開発過程について述べる。 
 
 
4.3 事例 
 
 データ収集の方法としては、まず 2010 年から 2013 年にかけて、パナソニック電工、フ
ジ医療器、ファミリー、スライブといった市場占有率の高い企業へ取材を依頼。フジ医療器、
パナソニック電工、ファミリーから取材対応の連絡があった。取材は小池 (2000) の手法を
参照し、取材前に共通の質問票をメールで送付し、取材時に質問の回答内容の聞き取りを行
った。質問項目は、市場ニーズの捉え方、技術の選択、技術の保持に関する項目についてで
あり、各 5 問程度の質問を用意した。取材は、開発現場を管理する部長または担当者に対し
対面式で実施された。取材時間は、企業ごとにのべ 2 から 4 時間程度で、内容をすべて録
音し、聞き取りやメモの不備を解消した。取材後における確認事項や不明点の確認、および
原稿の確認については、電子メールにて行った。 
 
4.3.1 事例 1：ファミリー 
 
 ファミリー株式会社18は、社員数 450 名 (2013 年現在)のマッサージチェア専門の企業で
ある。1962 年創業で同年に「ファミリーチェア」の販売を開始し、図表 15 のように北米
や中国において「イナダチェア」としてマッサージチェアを販売展開している。 
 取材は、2012 年 6 月 22 日 13 時半から、ファミリー本社にて、取締役 技術支援室室長、
本社開発技術セクションリーダー、法務特許室 係長の 3 名に対して 2 時間実施した。肩書
はすべて取材当時のものである。 
 
  
                                                          
18 取材当時の社名。現在 (2014 年 5 月)、ファミリーイナダ株式会社へ社名を変更している。 
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図表 15：2012 年全米家電協会の家電展示会におけるファミリー株式会社の展示 
 
※米国ネバダ州ラスベガス市で 2013 年開催された展示会にて筆者撮影。 
 
 ファミリーの開発プロセスは、(1) 商品企画 → (2) 概要設計 → (3) 詳細設計 → (4) 試
作(調整）→ (5) 部品手配 → (6) 量産試作（調整）→ (7) 量産 となっている。新製品の開
発サイクルは、新規の製品コンセプトからの開発の場合は 6 か月から 1 年。製品ごとにプ
ロジェクト設定され、プロジェクトリーダーのもと開発担当者として 10 名前後が関わる。
プロジェクトリーダーは、作業の進捗などを含めた状況を把握のうえ開発会議で報告し、部
門長が全体の進行管理をする。プロジェクトリーダーは、図面読解力、センスや経験など、
それぞれの能力の特徴をもとに総合的に判断され指名される。 
 マッサージのもみ味は体感的で「千差万別」との社内の共通認識のもと、可能な限り「万
人受けするマッサージチェア」を目指し製品開発する。試作機以降生産までにのべ約 100
名の試用評価者が繰り返し試用し、開発担当者と技術的調整を継続的に行う。試用評価者に
は、直接開発に関係のない工場の社員およびアルバイト 50 名程度が無作為に採用され、試
用および評価と機器調整を繰り返す。最終段階で、営業担当者 15 名程度による試用を基に
した意見で、製品化する「もみ味」が決定される。製品の完成度が最終仕様に近づくにつれ、
ハード面からソフトウェアなどのプログラム面の調整へと移行する。開発担当者は試用評価
者の表情、声のトーン、動きなどを包括的に捉えて評価を判断し、機能調整を行う。試用評
価者の単なる「気持よい」との言葉でも、その声音によっては様々な評価として解釈できる。
たとえば「高い声なら少々痛いが気持ち良いとか、低い場合であれば少々物足らない」など、
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そのような試用評価者の声の雰囲気で判断できるとしている。開発担当者は試用評価者の試
作機への評価を繰り返すような対話によって引出し、もみ玉の位置や指圧の強弱などの様々
な機能の調整を行う。 
 製品の中心的な便益である「もみ味」は、このように現場の開発担当者と試用評価者によ
る、徹底した試用と調整の繰り返しで形成される。そのためプロジェクトリーダーには、「も
み味」を徹底理解するというよりは、管理能力の側面が求められる。つまり、開発担当者と
試用評価者との共同作業によるボトムアップによる現場主導の開発である。 
 
図表 16：ファミリーのもみ玉調整風景 
 
※ファミリー株式会社ホームページより (2012 年 8 月アクセス) 
 
 かつてはプロの手法を数値化し、さらに各部位の指圧点などをデータ化することを行って
いた。しかしながら、開発を経ることで、指圧点やその感覚などを経験的に認識し共有する
ことができるようになった点と、プロの手法を数値化しても市場での評価が低い場合がある
点などを考慮し、プロのマッサージ師の手法の追随は今では実施されていない。 
 
4.3.2 事例 2：パナソニック電工 
 
 パナソニック電工19は、現在パナソニック株式会社に合併され、従業員 33 万人、連結売
上高 7 兆円 (2013 年 3 月期) の総合エレクトロニクスメーカーとなった。マッサージチェ
ア市場への参入は 1969 年で、現在は中国や米国にも販路を確保している。 
                                                          
19 取材当時の社名。現在(2014 年 5 月)、パナソニック株式会社に社名変更している。 
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 取材は、2011 年 1 月 6 日 15 時から彦根工場ヘルシーライフ事業部にて、商品企画グル
ープ長、商品技術開発グループ長、ものづくり革新グループ長の 3 名に対して 3 時間実施
した。肩書きは取材当時のものである。 
 製品の開発プロセスは、企画をもとに技術開発・手段よりスペックを決定し、設計試作が
行われる。さらに金型を作成し試作機完成後、量産の数か月前までもみ味の調整が繰り返さ
れ完成に至る。各開発ステージで、試用評価者と開発担当者による試用・評価と機能調整と
が繰り返し行われる。もみ玉などのハードとそれを動かすソフトウェアを擦り合わせつつ開
発が進み、ハードとソフトの両方が影響しあい完成度が上がっていく20。人は同じ軌道でマ
ッサージが続くと強い刺激となるため、もみ玉は繊細な動きを基本とし、その位置制御と強
弱制御が特に重要と考えられている。そのためブラシレスモーター21を採用することで、も
み玉の動きと軌道、速度をきめ細かく制御し、心地よいもみ味を実現している。 
 パナソニック電工は「もみ味」を「主観的であり人が介在し判断するしかないもの」と定
義する。血流量や脈拍などの「バイタルデータ」と呼ばれる人体の実測値を基準に開発して
も、すべての顧客に通用する心地よさを確実に捉えることはできないとしている。そのため
開発の手順としては、まず目安としてプロのマッサージ師のマッサージ手法を目標にして試
作機を開発する。プロの施療を把握するために、マッサージ師の指先に器具をつけ、指の動
きの方向性や加圧量などといった定量データを収集し、ここから得られた数値を目標に開発
を行う22。さらに試用評価者の継続的な評価と調整を行い、バイタルデータを試用評価者に
よる評価の補完程度に利用しつつ、調整が継続され最終仕様となる。かつては図表 17 のよ
うに、プロの手法を徹底的に模倣していたが、特定のプロのマッサージ手法に依存するのは
リスクを背負うことになるため、現在ではこのようなデータは参考程度となっている。 
 
  
                                                          
20 ソフトとは自動マッサージコースのことであり、15 分でどれだけ強くもむか、どこをどれだけもむかなどの
組み合わせは無限に存在するとし、「たとえ 1 分のコースでもつまらないものから非常に良いものまで多彩にでき
る」としている。 
21 モーターの回転には、ブラシ（整流子）により磁力を発生させる電流の向きを変更する必要であった。このモ
ーターは、ブラシの役割を外部の回路にて行うモーターのことで、コンパクト性と静音性に優れている。 
22 「ヘルシー君」というマッサージ師の指の動きを測定するマネキン人形が存在した。シリコン素材の肩に 6 軸
のベクトルセンサーを備え、マッサージすると力の方向と量が表示されるものであった。 
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図表 17：1990 年代のマッサージチェア（アーバン）とマッサージ施術者のマッサージ波形比較 
 
※パナソニック電工 マッサージチェアカタログより 
 
 試用評価者は、社内と社外から選抜している。社内の場合は、体格を基準に、例えば身長
190cm の男性から 150cm の小柄な女性までと幅広く、市場での正規分布を理想として試用
評価者を選抜する。社外の場合は 100 名ほど試用評価者を無作為に選別し、できるだけ継
続採用されない形で、毎回新しい試用評価者を採用する。パナソニック電工は、バイタルデ
ータやプロのマッサージなどの数値データを収集するがあくまでも、試用評価者との共同作
業でしか、もみ味は形成できないとし、発売間際まで徹底的に試用評価者による評価と機能
調整を繰り返し、擦り合わせによって製品の完成度を向上させていく。 
 
4.3.3 事例 3：フジ医療器 
 
 フジ医療器は従業員約 1,000 名、売上高 185 億円(2012 年 8 月期)の、「健康・美容機器の
製造と販売」を行う企業である。1954 年創業で現在は中国や米国にも販路を持っている。 
 取材は、2010 年 12 月 16 日 14 時から、2013 年 2 月 26 日 14 時から、2014 年 7 月 16
日 13 時からの 3 回にわたり、フジ医療器本社にて、商品部部長、商品部本部長付マッサー
ジ部長23、マーケティング・ユニット担当者の 3 名に対してのべ 7 時間実施した。肩書はす
べて取材当時のものである。 
 開発サイクルは 1 年から 1.5 年であり、開発プロセスとしては、(1) 商品企画 → (2) 概
要設計 → (3) 詳細設計 → (4) 試作（調整）→ (5) 量産試作（調整）→ (6) 量産となって
                                                          
23 フジ医療器で正式な役職として存在する。 
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いる。試作段階で徹底した体感調整が行われ、「もみ味」が形成される。フジ医療器では、
マッサージの気持ち良さは数値化できないと考え、「カンジニアリング」で体感をベースに
した開発を行っている。「カンジニアリング」とは、エンジニアリングといった工学的な技
術だけでなく「感じる」要素を開発に込めるという、フジ医療器独自の開発プロセスのコン
セプトである。「マッサージの圧力や方向、動きを数値化したとしても、市場で好評となる
ことはない」と開発者は断言する。そのため市場受けする「もみ味」を知悉した、フジ医療
器で実際に役職として存在する「マッサージ部長」が試作機の試用と評価、調整を行うとい
った、開発に徹底的に関与する手法をとる。さらに若手開発担当者を含め、老若男女、様々
な体型の社員 10 から 15 名程度を選抜し、部長を支援する体制で、試作機の体感と調整を
繰り返しつつ開発を進めていく。このほかにも、営業担当者、経理、総務などの社員、工場
担当者といった直接の開発担当以外の社員 50 名ほどにもアンケートを実施する。この「マ
ッサージ部長」である専任部長がもみ味の最終品質の責任者であり、製品品質に関するすべ
ての決裁権を持つ。この部長が開発全行程で進捗管理を行い、すべての試作機の体感評価と
もみ味調整を行い、部長が求める感覚に合致したもみ味が形成される。マッサージチェア試
作時のマッサージを部長が「仮想する理想の感覚」に照合したうえで、それを評価し、開発
担当者へ「もみ玉を数ミリ移動」などといった技術的な指示を与える。 
 上記の専任部長のように、開発最終責任者としてまた、市場の顧客の感覚の代弁者として
の価値判断や、目指す感覚への技術的な指示が可能となるのは、10 年程度開発の経験が必
要としている。この専任部長自身も通算 10 年 2000 時間以上、マッサージチェアに乗って
過ごすため、背中の皮膚に炎症が起きたこともある。またこれら以外にも、競合製品やマッ
サージの市販サービス、雑誌などで紹介されている「癒しスポット」などを日課的に体験す
ることで、製品の価値づくりに貢献するような市場での顧客ニーズを、自分の評価基準とな
るように体感を通して把握している。 
 
4.3.4 発見事項 
 
 「もみ味」という便益が製品として形成される過程における共通点としては、(1) 売れる
「もみ味」が数値化不可能な点、(2) その評価には人の介在が必要であると考えられている
点、(3) 身体感覚による評価に依存している点を挙げる。 
 それに対して、相違点は、「もみ味」の評価と機能の実装を、どのように開発プロセスに
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組み込んでいるかに存在する。この図表 18 から、ファミリーおよび、パナソニック電工の
開発手法群と、フジ医療器の開発手法群の 2 つに大別することが可能である。 
 
  図表 18：ケースの整理 
 ファミリー パナソニック電工 フジ医療器 
もみ味の解釈 
千差万別で 
とらえどころがない。 
人の介在がないと 
認識できない。 
数値化できない。 
体感が必要。 
プロマッサージの
開発上の位置づけ 
参入当初は再現を試みた。 
取材当時は参考程度。 
参入当初は再現を試みた。 
取材当時は参考程度。 
製品アイデア形成の 
ために参考にする程度 
もみ味の 
客観化手法 
社内試用評価者による評
価数値化（会議用に使用）。 
社内外の試用評価者によ
る評価数値化（会議用に使
用）。 
社内の試用評価者による
評価数値化。 
試用評価者 
開発担当以外の 
社員約 100 名。 
一般の試用評価者 100名を
主体とする。 
開発担当者 10名主体。 
アンケートに社員 50 名。 
どのように 
もみ味を形成 
試用評価者と開発担当者
による共同的な開発。 
試用評価者と開発担当者
による共同的な開発。 
専任部長の体感と評価に 
基づく評価と調整。 
もみ味の評価 
および判断根拠 
顧客として設定した 
試用評価者の評価。 
顧客として設定した 
試用評価者の評価。 
試用時間 1000時間にも 
及ぶ開発経験を持つ専任
部長の評価。 
 
 ファミリーとパナソニック電工は、もみ味の形成については、市場における顧客を仮想し
て試用評価者を決定し、これら試用評価者から評価を受けながら開発するプロセスを採用し
ている。「もみ味」の評価とその調整には、開発側の「試作」と試用評価者による「評価」
とを何度も反復する必要がある。開発担当者はそれを経ることで、試用評価者の試作機評価
から世間一般の顧客ニーズを推定する。それは技術的に解釈され、もみ玉の形状をはじめ、
動きのソフトウェア化など、様々な機能へと具体化される。また試用評価者側は、一般的な
肩こりや疲労といった顧客ニーズをもち、マッサージチェアのもみ味の評価を表現できれば、
試用評価者の条件として十分である。前述のようにファミリーの開発担当者は、試用評価者
の表情、声のトーン、動きなどを包括的に捉え、試作機の調整を行う。この点から、試用評
価者の表現が乏しい場合でも、開発側に対話の能力があれば、それを補完することが可能で
ある。これら開発者と評価者に関する能力については、後程説明する。 
 一方、フジ医療器は、市場の感覚を暗黙知的に理解する専任部長が、顧客が求めるであろ
う「もみ味」を決め、それを実現し成功しているプロセスである。判断能力の源泉となる専
任部長の専門知識は、10 年以上 2,000 時間にも及ぶ開発体験、競合他社製品、流行してい
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るマッサージの試用体感などに基づいた市場に関する包括的な「経験的知識」であると述べ
ている。 
 
4.4 プロセスの検証と考察  
 
 取材した 3 社は、すべて世界的に高い市場シェアを維持し、50 年以上にわたり事業を継
続させている。この点から持続的な価値形成に成功していると考えられる。価値を構成する
ものは、マッサージチェアが作り出す「もみ味」という感覚であり、これが顧客にとっての
便益となる。このもみ味は、血圧や脈拍の数値や脳波などで数値的に、その品質を把握でき
るものではないことが分かった。そのため開発者が持つ仮想便益を、試作機が作りだす感覚
に収束させる過程が存在した。もう 1 つとしては、仮想便益の代わりに実際の顧客を開発に
参加させて、製品の感覚の評価を行っていた。この 2 つの開発プロセスは、企業固有の能力
に依拠し精緻化されたプロセスと考えられる。またこのプロセスが期待通りいくためには、
条件がいくつか存在する。 
これら両プロセスを分析することで、マッサージチェア開発における価値形成の過程が機能
する仕組みを明らかにする。 
 
4.4.1 仮想便益の存在 
 
 フジ医療器は、専任部長がイメージする、顧客が求めるマッサージを感覚として認識して
いることが分かった。この感覚に合わせてマッサージチェアのもみ味が形成されている。つ
まり、この専任部長には、仮想便益が存在していると言える。 
 この専任部長の判断の源泉とも言える仮想便益は、開発してきた製品が持続的に市場シェ
アを確保している点から考察すれば、市場で顧客が求める便益に合致している。 
 取材当時、パナソニック電工とファミリーはプロのマッサージ師の手法を追求する開発を
行っていない。その理由としてパナソニック電工は、特定のプロの手法を完全に模倣するこ
とは 1 つの手法に依存することであり、市場での多様な顧客ニーズとの乖離が生じる危険性
を挙げた。ファミリーは、経験的に顧客が求めるマッサージの感覚を捉えることができてい
る点と、プロの手法を製品へ反映し「これで良いだろう」と発売しても市場で結果が異なる
場合があった点を理由に挙げた。これらは、本質的に曖昧な顧客ニーズに対して 1 つの手法
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に固執することのリスクを認識しているためだと考えられる。 
 またマッサージ師は、企業と同じように顧客へサービスを提供する側である。そのため、
市場の顧客ニーズと、彼らが施療する「もみ味」も乖離する可能性も存在する。またプロの
マッサージ師は決して稀少な職種とは言えず24、その中には、顧客ニーズと合致しないもみ
味で施療するマッサージ師も存在すると考えられる。プロの手法を模倣する場合、慎重に適
切なマッサージ師を選択する必要がある。このような理由から考察すれば、実際の顧客との
対話に基づき、「もみ味」を形成するほうが直接的で効率的とも言える。 
 
4.4.2 2 つの価値形成プロセス 
 
 ファミリーやパナソニック電工のマッサージチェアの開発は、実際の顧客を開発に参加さ
せた便益形成である。製品開発における価値形成について、Prahalad & Ramaswamy 
(2004) は価値形成が急速に製品中心から顧客を中心とした個別の経験へとシフトし、企業
主導から顧客主導へと変化していると説く。情報を持ち、ネットワーク化され、力と行動力
のある顧客は、企業と価値を共創するのである。Prahalad & Ramaswamy (2004) や 
Ramaswamy & Gouillart (2010) のこのような価値共創とは、企業内だけでなく顧客や流
通といった社外のパートナーと双方向的なコミュニケーションをすることで、より深い相互
理解に達して価値の形成をするものである。 
 これらマッサージチェア開発における試用評価者は、開発プロセスに深く関与し、開発側
とコミュニケーションを図っている点から共創相手ととらえることができる。製品開発にお
ける価値共創とは、「顧客などの共創相手と開発側との反復的な対話と評価が行われ、開発
される製品価値が上昇していくプロセス」であると定義する。その価値共創を実現するプロ
セスを「共創プロセス」とし、「顧客など共創相手との反復的な対話を通じて、顧客が求め
る感覚を把握しつつ、製品価値を向上させていく開発プロセス」とする。 
 この対極に位置するのが、顧客ニーズなどの市場情報との接触が限定的な「収束プロセス」
である。これは企業側が市場の情報から仮想し定義づけた顧客ニーズや便益に基づいて、製
品開発が行われるプロセスである。専任部長が持つ仮想便益に、製品が創る感覚を収束させ
る手法であり、フジ医療器がこれに該当する。その場合、価値形成の過程を、顧客と共有す
                                                          
24 あん摩マッサージ指圧師は、厚生労働省が認可する国家資格である。同省のホームページに記載の調査による
と、平成 20 年には就業者は約 10 万人存在しているとしている。近年、無資格施療も多くなり問題視されている。 
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る共創プロセスは存在しない。共創過程が存在しない分、素早く仮想便益を、反復的に収束
させて開発することが可能である。共創を目指した対話は、コストと時間がより多く必要に
なる場合がある。この点より顧客の便益を仮想定義する仮想便益との収束は、冗長性が発生
しやすい過程を圧縮できる有効な手段とも言える。 
 両プロセスともに、もみ味という感覚的な便益を製品機能として実現するためには、顧客
との共創、または仮想便益との反復的な収束が必要である。その過程は、評価と機能の調整
の過程でもある。 
 
4.4.3 共創プロセス 
 
 共創プロセスは、顧客にとって便益になる感覚を把握するため、実際の顧客を共創相手と
して開発プロセスに組み込むプロセスである。この共創プロセスには、開発担当者と共創相
手との対話が存在する。具体的には、試作機などを共創相手に提供し、共創相手から何かし
ら評価を得て試作機を改良し、さらに改良した試作機について再度フィードバックを得ると
いう接触を繰り返しつつ開発を続ける手法である。 
 ファミリーとパナソニック電工のマッサージチェア開発事例の場合、その開発手法は、共
創相手とも言える試用評価者の評価をもとに、試作機の感覚を調整しもみ味の感覚を洗練さ
せる手法であった。この共創相手との接触は回数が多く、連続性のある点線のように反復さ
れ軌跡になる。この共創プロセスは、開発者の仮想便益に基づいた「製品が創りだす感覚」
と「共創が便益として評価する感覚」の 2 つの軌跡で構成される。この軌道が密着している
理由は、共創相手は一般の顧客であり、顧客は近視眼的な傾向が強いからである (Ulwick, 
2002 ; Levitt, 1960)。そのため極端に価値が共創によって上昇することはなく、開発過程が
進むにつれ顧客が要求する価値の水準が、開発製品が形成する便益の過程に並行するように
上昇すると考えられる (図表 19)。 
 共創相手は、市場における顧客の評価を正確に代弁することが期待され、市場の母集団の
サンプルとして位置づけられる。そのため共創相手には、製品開発において市場の顧客ニー
ズを把握し、試作機などを評価できる能力と、その評価を具体的に表現できる能力が求めら
れる。さらに製品開発の期間、反復的にコミュニケーションできる環境や条件が必要となる。
また開発側もそれに対して、共創相手とコミュニケーションできる対話能力や、共創相手に
よる試作機の評価を機能へ翻訳する能力、機能を図面や試作機に反映させることができる能
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力が必要である。つまり共創相手と開発側に特定の能力が必要とされ、共創相手側と開発側
の能力が双方向に接触することで共創が成立すると考えられる。  
 このプロセスにも仮想便益は存在する。試作を作成する際に、開発者は、便益をイメージ
する必要がある。その開発者のイメージする仮想便益が、製品が創りだす感覚へ転写され、
それが共創相手に評価されて、洗練されていくプロセスである。 
 
図表 19：共創プロセス 
 
4.4.4 収束プロセス 
 
 開発側の仮想便益と製品の感覚を一致させるプロセスを「収束プロセス」とする。このプ
ロセスの特徴は、代替サービスや競合製品などの情報を収集し、そこから仮想便益を形成し、
その感覚を基にして開発するプロセスである (図表 20)。フジ医療器の事例では、専任部長
の体感主体に、製品の便益として「もみ味」という感覚を作り込んでいた。この開発リーダ
ーが、市場で売れる「もみ味」の感覚を仮想便益として把握し、社内で強力な権限を発動し
統合的に開発をリードしていた。仮想便益は、必要に応じて収集される市場の情報によって、
変化する可能性が考えられる。つまり、開発リーダーが市場情報へ接触することによって、
体得した仮想便益が変化し、それに合わせて開発する製品の便益も同じく変化するとも考え
られる。 
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図表 20：収束プロセスによる製品開発 
 
 「もみ味」の感覚は、個人で評価が異なる可能性があり合意形成が難しく、試行錯誤の連
続になる場合が多いと考えられる。そのため、もみ味を決定する権限を開発リーダーへ集中
させることで、共創プロセスより時間や労力などのコストを低減できると考えられる。この
ように顧客との直接的な対話が少ない場合でも、市場の情報を収集し、それを仮想便益とし
て体得することで、顧客ニーズに合致した便益を持つ製品を開発することが可能である。 
 マッサージチェアにおける収束プロセスでは、開発リーダーが、もみ味に関する意思決定
を実施する。ただし、市場で求められる便益を実現するには、開発リーダー自身が市場を理
解し把握のうえ仮想便益ニーズを体得し、それを製品として具現化できる能力が必要である。
フジ医療器では、専任部長が市場で求められる「もみ味」を知悉している。そのため顧客ニ
ーズを仮想し、自社の技術によって実現できれば、市場に適合する便益を持つ製品を開発す
ることが可能となる。例えば、自動車研究でよく挙げられるが、市場に精通したプロダクト・
マネージャーやマーケターが存在する場合、収束プロセスによる市場に適合した便益の形成
は可能である。このような場合、プロダクト・マネージャーは、仮想便益をもとに「自社の
製品はこうあるべきだ」と製品コンセプトを明確に保持している。さらに便益開発などの価
値形成を主導的に行い、結果として高い市場シェアを維持しているケースである (藤本, 
2003)。つまり収束プロセスは、優秀なプロダクト・マネージャーと同じように、開発リー
ダー個人の能力に依存した製品開発プロセスであると言える。 
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 共創プロセスで新しい便益を開発する際、共創相手にもその便益を評価する能力が必要で
ある。「革新的な便益」の場合は、その価値を共創相手が理解や評価できないことも考えら
れる。そのため評価・調整を繰り返すことで、革新性が消滅し平凡な製品となってしまう可
能性がある。どちらかと言えば、収束プロセスのように、権限を持つ強力な開発リーダーが
強引に開発するほうが、独自性や革新性のある便益を形成しやすい。例えば収束プロセスの
場合、強力な権限をもつ開発リーダーが、便益を総合的に判断し、調整することが可能であ
る。それは、トップダウンで統合的に問題に対処することが可能であるからである。 
 また共創プロセスは顧客との密接な対話を主体とする点から、近視眼的なニーズ追求にな
りやすい開発プロセスであり(Ulwick, 2002 ; Levitt, 1960)25、Christensen & Bower (1996) 
が言及した持続的イノベーションのプロセスの 1 つであると考えられる。既存の便益の形成
に基づいた顧客との共創プロセスは、短期的な視点では破壊的イノベーションを促進させる
ものではないと考えられる。その過程は、従来の製品路線を対話しながら改良し、既存の顧
客ニーズに合致した新製品を創出するプロセスである。つまり、既に自分たちの「持続的で
需要が明確な便益」を形成した企業にとって、共創プロセスのほうが、その企業らしい感覚
の延長線上の便益を形成しやすいのではないだろうか。 
 これまでの分析に基づき、図表 21 を作成した。収束プロセスは、市場や顧客に精通した
開発リーダーの能力を活用するプロセスである。それに対して共創プロセスは、組織能力と
して便益の形成を実現する手法である。 
 
  
                                                          
25 Ulwick (2002) は、顧客からの手紙を読み製品開発をすると“me-too（私も付けて）”製品に陥りがちと述べて
いる。顧客は単にほかの製品についている機能や特徴を求めているだけだ。1980 年代にフォード、クライスラー
と GM が市場研究を行ったところ顧客はカップホルダーを求めていた。理由は日本車が装備していたからで、そ
の後米国車が装備しても「やっと付きましたか」ぐらいの効果しかなかったとのことである。 
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図表 21：収束プロセスと共創プロセスの価値形成比較 
 
収束プロセス 共創プロセス 
顧客ニーズ認識の手法 
市場の顧客や競合を理解認識した 
開発リーダーが持つ仮想便益との照
合。 
顧客母集団のサンプルと考えられる 
共創相手（試用評価者）との対話。 
適合する便益形成の 
方向性について 
革新的または持続的便益の形成 
どちらでも対処可能。 
持続的な便益形成に有利。 
開発側に 
求められる能力 
市場に関する深い理解、 
それを技術的に翻訳できる能力。 
共創相手と対話し、その評価を 
技術的に翻訳できる能力。 
求められるコスト 
開発リーダーへの 
インセンティブ。 
共創相手の人件費、 
試作機のコストなど。 
価値形成の持続性 
暗黙知的であり、持続性を 
開発リーダーに依存。 
プロセスが形式知化され、 
持続性がある。 
 
4.4.5 各プロセスの課題 
 
 製品開発の便益の捉え方について焦点を当て、マッサージチェアの事例で説明してきた。
さらに、市場に精通し仮想便益を体得した開発リーダーが、同じく製品の価値となる便益の
形成を行う「収束プロセス」と、顧客ニーズを把握している共創相手と対話し製品の価値と
なる便益の形成する「共創プロセス」の 2 つの価値形成方式を発見し、モデル化した。これ
ら両プロセスの課題について議論する。 
 マッサージチェアの場合、製品開発サイクルが 1 年から 1.5 年程度である。両プロセスに
言えるが、もみ味は感覚の差異や、評価する上での表現のゆれや、その表現に含まれる多義
性などにより曖昧性が高くなり、共通認識が困難とも言える。もみ味の本質をつかむために
は、感覚が異なる評価者に評価を何度も依頼し、さらにゆれる評価を何度も聞きだす必要が
ある。その中で重複する感覚的な要素を開発者が把握し、その要素に焦点を合わせ、もみ味
を形成する必要がある。そのためには、開発のプロセスは冗長的になる傾向があり、時間と
コストが必要となる。 
 製品の価値を構成する便益は、開発側の仮想便益との収束が必要となる。その収束過程は
不確実性が高いゆえに、実験志向がつよく冗長性がある。そのため人的資源や試作コストな
どを、開発期間内に、どの程度まで投資できるかが課題であると考えられる。 
 共創プロセスの場合、共創相手が開発過程に参加し試作機を試用する。このため最終品と
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同等に機能する試作機が求められ、試作機の製作費などのコスト、参加する共創相手の人件
費などが発生することが考えられる。収束プロセスの場合、共創プロセスとの単純な比較で
見れば、共創相手の人件費などのコストは存在せず、試作機も評価に支障ない範囲であれば
最終品に近づける必要もなく、コスト低減が可能である。 
 このような市場ニーズを満足させる便益を認識や開発できるマネージャーといった、暗黙
知的な能力を持つ人材は、その企業にとっての製品開発力の源泉ともなり得る。そのためこ
られ人材の流出を防ぐ施策として、例えば待遇への配慮などといった対処が必要であり、イ
ンセンティブとしてのコストが発生する可能性がある。これらはむしろ、終身雇用的な慣習
が多い日本企業の場合より、人材の流動性が高いとされる海外の企業の場合のほうが、イン
センティブが必要となる可能性が高いのではないかと考えられる。収束プロセスの場合、日
本が流動性の高い労働環境に変化することで、増えるコストも存在するとも考えられる。 
 また便益を認識する過程では、パナソニック電工やファミリーが、プロ手法の追随から共
創プロセスへ転換した理由には、特定手法へ依存することの危険性を認識した点がある。そ
のプロセスを転換する時点で収束プロセスの採用も可能であったと言える。しかし、なぜ収
束プロセスを選択せずに、共創プロセスを選択したのかという理由は、収束プロセスは一人
の開発リーダーの感覚に依存する手法であり、言い換えればプロ手法への追随と同じく特定
の感覚、つまり仮想された顧客ニーズに依存することと本質的に同義であると考えたからで
はないだろうか。経験豊富で市場ニーズを的確に捉える開発リーダーへプロセスを一任する
ことは、開発工数の削減になり時間やコスト軽減に直結する。しかし「もみ味」が感覚的な
ものゆえに、顧客ニーズに適合したもみ味と、製品の使用感が乖離する可能性は常に存在す
ると考えられる。この価値形成プロセスの課題は、市場で求められる便益の可視化が難しい
ために生じる、開発側が解釈する便益と、その求められる便益との乖離の可能性を、いかに
低く抑えるかにあるのではないだろうか。 
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5章 炊飯器の開発26 
 
 本章では、三菱電機とタイガー魔法瓶のジャー炊飯器の開発過程を通して、仮想便益と収
束の過程を検証する。この製品の便益となる炊飯米の旨さは、部分的には数値によって設定
することが可能であるが、完全には表現できないとされた。また、技術開発と試食評価者と
の連携があり、仮想便益として考えられる炊飯米の旨さを試作機の創りだす味に収束させて
いく製品開発の過程である。その収束される味覚の方向性は、両者の対話に基づき形成され
るものである。実際に製品が発売されれば、市場での売れ行きなどの需要の程度から、仮想
便益が補正され、次の段階の新製品開発のための指標となる。 
 本章では、炊飯器の開発過程に基づいて、仮想便益とその収束について検証し、より深い
考察を行う。 
 
5.1 業界選択理由 
 
 家電産業の炊飯器開発に焦点をあてる理由としては、2 つ存在する。1 つ目としては、事
業としての持続性。それは、炊飯器業界において、特定の日本企業が事業として炊飯器開発
を継続し、高いシェアを維持している点。2 つ目としては味である。この製品によって炊飯
される米の味は、淡泊であるにもかかわらず、顧客によって評価が異なる。 
 長年にわたり持続的に製品開発し、市場シェアを確保し続けている点から、この曖昧さを
定義もしくは解釈する手法を、製造企業は何かしら確立しているのではないかと考えられる。
仮想便益とその収束について、炊飯器の開発過程をマッサージチェアについで 2 つ目の事例
として調査する。 
 
5.2 事例 
 
 データ収集は、取材を中心として、さらに新聞記事や企業ホームページも参照した。具体
的な過程としては、まず 2012 年から 2013 年にかけて、家電量販店にて販売されている日
本の主要な電気炊飯器の製造企業であるパナソニック、シャープ、東芝ホームアプライアン
ス、日立アプライアンス、三菱電機、タイガー魔法瓶、象印マホービンへ、取材の依頼をホ
                                                          
26 本章は、研究・技術計画学会・第 29 回年次学術大会（立命館大学びわこ・くさつキャンパス）での発表内容
をもとに加筆・修正したものである。 
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ームページ経由で行った。全社から回答があり、複数企業から取材の許可が下りた。取材前
に共通の質問票をメールで送付し、取材時に回答内容の聞き取りを行った。質問項目は、市
場ニーズの捉え方、技術の選択、技術の保持に関する項目についてであり、各 5 問程度の質
問を用意した。取材は小池 (2000) の手法を参照し、開発現場を管理する部長または担当者
に対し対面式で聞き取りを実施した。取材時間は、企業ごとにのべ 2 時間程度で、執筆時の
確認事項や不明点の確認、および原稿の確認については、電子メールにて行った。 
 
5.2.2 事例 1：三菱電機ホーム機器 
 
 三菱電機ホーム機器株式会社は、掃除機などのアメニティ家電、炊飯器などの調理家電、
IH クッキングヒーターなどを開発する企業である。1984 年に、三菱電機株式会社から分
離・独立した企業である。1972 年に電気炊飯器と保温ジャーを一体にしたジャー炊飯器を
発売し、以来約 40 年間 (2013 年現在)、炊飯器を開発し続けている。 
 取材は、2013 年 2 月 22 日、三菱電機東京ビルにて、三菱電機ホーム機器 取締役家電製
品技術部部長、三菱電機 広報部課長および担当者に対して実施された。肩書はすべて取材
当時のものである。 
 炊飯器の開発期間は 2 年から 3 年であり、開発期間のうち 1 年間は基礎研究となる。発
売後は時間が経つと価格が下落するため、継続的に新製品を出して価格を維持あるいは上昇
させる必要がある。このような価格変動の特徴から、量販店などの流通の要望で毎年新製品
が求められる。また 1 年で新製品開発は不可能な理由もあり、既存品への機能追加や部分改
良を施した製品もある。 
 開発の過程は、(1) 事業企画期 → (2) 開発試作期 → (3) 量産試作期 → (4) 量産導入期 
となっており、各過程において、DR (デザインレビュー)、ソフトウェア DR、基板 DR が
行われる。各段階で報告会議があり、確認のため、出席者が限定され、進捗報告がされてい
る。フルモデルチェンジ、改良、色替えなどと新製品の開発ランクが 3 段階程度に設定され、
そのランクに応じて出席者が限定される。(1) 事業企画期は、住環境開発センターという部
署も一体となって活動し、実際の開発は、設計・開発チームが主体となって活動する。 
 目指す炊飯米の味は「かまど炊きの味」を目指しているが、炊飯器は、かまど炊きと同じ
プロセスで炊飯しているわけではない。かまど炊きの場合、炊飯時かまどから出る「おねば」
と呼ばれる粘り気のある汁が、「α澱粉」を含んだ旨味成分とされ、米本来の「β澱粉」と
60 
 
水を 98 度で 20 分以上加熱することで「α澱粉」化を実現することができる。熱容量が大
きいほど、甘みが生成されやすいという原理を基本に炊飯器は開発される。また炊飯器の炊
飯過程は、かまどよりは、熱で蒸す土鍋で炊飯するイメージに近く、かまどによる炊飯のよ
うに、むらしや給水する必要がない。 
 三菱電機ホーム機器は、試作機にて製品が企画通りの、味を再現できているかを確認する
ために、米のおいしさを主に食感、風味、外観の 3 つの視点で評価軸を設定している。まず
食感は、米の硬さや粘りによって定量的に測定できるとし、三菱独自のレオメーター27を利
用し測定している。その手法は、炊飯した米を 200 粒ほど用意し、押すために必要な力を
硬さ、引き上げるのに必要な力を粘りとして設定し、測定する手法である。 
 次に風味を構成する要素を、甘さ・味・香りとし、官能試験による定性的な評価を実施し
ている。この官能試験は、社員による試食で実施される。この定性的な評価は、試食評価を
専門とする社員による試食が開発過程で数回実施される。最終段階に近づくと約 20 機の試
作機が用意され、開発に直接関係のない社員の家庭で実際に使用された上、官能的な評価だ
けでなく使い勝手まで評価される。 
 これら社内の試食評価者は、ごはんソムリエ (公益社団法人 日本炊飯協会)、お米マイス
ター (日本米穀小売商業組合連合会)といった資格の保持が推奨される。三菱電機ホーム機
器では、一般顧客を試食評価者として開発に参加させることは稀である。この理由は、味覚
に対する感覚の鋭さ、好き嫌い、表現などによって評価が拡散し、そのため評価を分析する
ことは極めて難しいためである。以上を踏まえ、今までの開発経緯や開発の実際を知る社員
が評価を行っている。このような経験のある社員は、開発と販売の経験に基づいて評価をま
とめることができ、曖昧性ゆえにその解釈が混乱しやすい評価プロセスに、方向性を確立す
ることができるためである。 
 ごはんのおいしさは、「外観のふっくら感にある」とも言われる。また、炊飯過程で内部
が 60 度以上に達すると、水が無くなり旨味成分をもつ粘りが生じる。その際、内釜に対流
が起こり、炊飯された米の表面にカニ穴と呼称される穴ができる。この穴の存在により、上
手く炊飯されていることと評価される。このように外観について、ツヤ・白さ・形・ふっく
ら感・透明感・カニ穴などといった指標で、視認により評価される。 
 三菱電機ホーム機器は、感覚的な炊飯米の評価で唯一、定量的に評価できるのは食感であ
るとしている。その食感を構成する硬さや、ねばりといった定量的に表現可能な範囲におい
                                                          
27 レオメーターとは、硬さや粘度、伸びなどの物性を調査する装置。 
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て、試食試験でおいしいと評価できる範囲を調査したところ、図表 22 のようにおいしいと
評価できる範囲を発見できた。そこで、2012 年の新製品より、やわらか／硬い、しゃっき
り／もちもちといった選択肢で炊飯パターンを変更でき、硬さ 5 段階×粘り 3 段階の 15 種
類を選択可能となり、顧客が自身で炊き分ける機能を追加した28。 
  
図表 22：おいしいと感じるエリア（三菱電機ホーム機器・プレスリリース資料より） 
 
 
5.2.3 事例 2：タイガー魔法瓶 
 
 タイガー魔法瓶株式会社は、炊飯ジャー、電気ポット、ホットプレート、オーブントース
ターなどの調理家電やステンレス魔法瓶などの保温保冷製品を製造販売するメーカーであ
る。創業は 1923 年で、ガラス製魔法瓶の製造販売を通じ食卓に温もりを提供する創業時の
志を今も引き継ぐ 90 年を超える老舗企業である。企業理念として「世界中に幸せな団らん
を広める」とするビジョン等を掲げ世界市場へ商品展開している。 
 取材は、2013 年 3 月 5 日 タイガー魔法瓶本社にて、ソリューショングループ商品企
画チーム担当者、ソリューショングループ SP チーム担当者に対して実施した。肩書はすべ
て取材当時のものである。 
                                                          
28 この 15 通りの手法を実現できた背景には重量センサー開発に成功した経緯がある。従来はお米の量は変化して
も、水分量だけが異なり、水も加熱の仕方も同じであった。そのため細かく炊き分けすることは難しかった。重量
センサーがつくことで、量によって炊き分けすることが可能となった。お米の量に応じて、炊飯時間を調整するこ
とが可能となり、ダイナミックな調整が可能となった。 
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 製品開発は、(1) 企画立案 → (2) 設計検証 → (3) 商品化決定 → (4) 開発・試作・テス
ト→ (5) 品質審査 → (6) 量産 のステップで行われ、開発期間は約 1 年から 2 年である。
多くの家電メーカーと同じく、秋春の年二回 新製品を発表する。企画立案の段階では、市
場動向、愛用者情報、競合情報などの要素を総合的に考察し新製品の方向性について仮説ス
トーリーを立てる。設計・技術検証による実現性の確認と消費者インタビューやアンケート
調査を通じたニーズ検証を行う。ターゲットとするユーザーに対する顧客価値を重視する
「商品化承認会議」において、開発が審議決定される。商品化決定を受けて開発着手となる。 
 試作テストは、(1) 構造設計、(2) 金型製作、(3)本体試作、(4)ソフト開発の流れで進行さ
れている。その間、複数回のデザインレビュー (DR)が行われ、段階において関連部署によ
る審議承認を経る。試作段階では開発部門による性能確認テストと品質管理部門による製品
審査テストを重ねることで、製品としての完成度向上を図っている。開発はプロジェクト形
式ではなく、炊飯器やそのほかの調理機器など製品ごとにそれぞれの開発チームが主体とな
って実務を行っている。 
 炊飯プログラム開発においては、専任のソフト開発スタッフが加熱条件についての決定や
炊飯コース（メニュー）のソフト設計を行う。炊飯米の食味の評価指標については、ねばり
や弾力、水分率などの「理化学的なデータ」が収集されている。このような定量的評価に加
えて、開発スタッフによる官能評価を実施している。食味評価に一般の顧客が参画すること
はない。 
 炊飯米の評価プロセスについては、ソフト開発スタッフが目標とする食味レベルのソフト
開発を行った後に、ソフト開発スタッフと 30 名程度の「官能評価者」によって実施される。
この「官能評価者」とは「五味試験」と呼ばれる官能評価者試験を経ることで選抜された評
価担当者である。一定以上の味覚識別能力のある社員が官能試験を担うことで製品評価の正
確性を高めることになる。食品評価などによく利用される官能評価手法は、分析型と嗜好型
に分類されるが、このタイガー魔法瓶の五味試験は五味識別テストとも呼ばれ分析型官能評
価とされる。品質間の差違を識別することを目標とし、感覚が鋭敏であることが必要である
とされる  (大越・神宮, 2009)。 
 開発過程での試作の炊飯米への評価はソフト開発スタッフが担い、製品審査において官能
評価者によって、(1) ねばり、(2) 甘味、(3) 弾力、(4) つや、(5) 硬さ、(6) 香りの 6 指標
で実施される。6 指標における評価は 5 段階で、例えば硬さの指標の場合、硬い・やや硬
い・どちらでもない・やややわらかい・やわらかい といった尺度となっている。当初の企
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画意図通りの味が形成されているか、同価格帯の先行製品よりも総合食味に優れているかな
どの評価判定がなされている。 
 
5.3 事例発見事項 
 
 炊飯米の味は感覚として認識できるが、数値や文字で論理的に説明が難しい。炊飯米のお
いしさは、数値で指標化できない部分があり、そのおいしさを実現するために、両社は官能
評価者といった試食評価者が開発に参加し、炊飯米の味の評価と調整を反復している。試食
評価者は、感覚として炊飯米の旨さを体得している。その食感に敏感な試食評価者が参加し
て、その感覚をもとに評価と調整を行っている過程が存在した。以下の図表 23 に発見事項
を整理する。 
 
図表 23：発見事項 
 三菱電機ホーム機器 タイガー魔法瓶 
目指す味 かまど炊きの味 土鍋の味 
評価軸 食感評価、風味評価、外観評価 ねばり評価、弾力評価、味覚評価 
定性的 
評価 
評価者 
特に選抜はしない。 
評価者には「ごはんソムリエ」を中
心としたベテラン社員。 
社員から試験により選抜。 
評 価 項
目 
風味：甘さ・味・香り 
外観：ツヤ・白さ・形・ふっくら感・
透明感・カニ穴の炊飯時の視認 
味覚：6 指標 
(1)ねばり (2)甘味 (3)弾力 
(4)つや (5)硬さ (6)香り 
手法 
・評価専門チームと開発者 
・最終試作機 20 機を社員家庭に配
布。数日間の試用を経て、 
 甘さ・味・香りについて評価。 
・任意選択の社員 30 名と開発者。 
・6 指標を 5 段階評価の 
 アンケート主体で定量化も可能。 
活用度 定量的評価と組合せて活用。 信頼できる。 
定量的 
評価 
評 価 項
目 
食感（硬さ・粘り）・加水量 ねばり・弾力・水分量 
手法 
定量的評価を実施する専門部署に
て、炊飯米 200 粒を利用した調査。 
押す力は硬さ、引く力は粘り。 
任意の箇所の 
水分量を測定する手法。 
活用度 定性的評価と組合せて活用。 定性調査を重視している。 
一般顧客の評価を 
利用しない理由 
試用評価者の嗜好性、味覚能力、表
現など評価にバラツキが多くなる点
から解釈が難しい。 
味覚は個人能力であり、異なる条件
による評価を集計しても解釈が困
難。 
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5.3.1 炊飯米評価による問題解決 
 
 炊飯器は基本設計が完了すると、炊飯過程での加熱や加圧のタイミングを、炊飯容量やコ
メの種類などのコースによって分類し、炊飯プログラムなどのソフトウェアとして設定する。
このプログラムに合わせて試作による炊飯試験と食味試験が繰り返され、評価のうえ調整さ
れつつ最終仕様となる。両企業において、開発目標とされる炊飯米の味覚は、定性的視点と
定量的な視点で評価されている。 
 三菱電機ホーム機器は、硬さと、粘り及び加水量について定量化し、タイガー魔法瓶の場
合は、ねばり・弾力・水分について定量調査を実施の上、次いで両社とも試食評価者による
定性調査を実施している。これら調査による評価結果を基に試作機の設定した炊飯プロセス
を見直す。その一方、炊飯プロセスを変更することで、加熱による外観変形、過剰な圧力発
生、火力上昇による消費電力増大など想定外の問題点が発生する。これら設計上の問題点を、
安全性も含めて一つずつ解決し製品が完成する。炊飯器開発は、評価と調整によって生じる
これら問題を逐一解決しながら、完成を目指すプロセスである。 
 
5.3.2 拡散する顧客評価 
 
 両社の開発プロセスの共通点の 1 つに、炊飯米の定性的評価は、開発者とそれ以外の社員
による試食によって実施され、評価者には一般顧客は存在しない点がある。その定性的評価
のプロセスは、社内で選抜された試食評価者と開発者との対話が中心となる。両企業が指摘
するように、一般顧客の試食評価は集計結果の解釈が難しいとし、その理由としては、試食
者の味覚の評価能力に差異が存在することと、評価を的確に表現できない場合が多く、その
結果として評価が拡散し、開発側として解釈が困難なためとしている。比較試験の場合、淡
泊で繊細な味覚の炊飯米を評価するには、微細な差違を認識することが必要となる。その差
異を感知するには鋭敏な味覚が必要であり、また評価できたとしても、それを平易な語彙に
よった表現では、開発者に正確にその評価を伝達することは困難である。 
 三菱電機ホーム機器は、顧客の嗜好・米の状況・炊飯過程の 3 つの要素が上手く合致した
場合、おいしいと評価されると定義づけしている。しかし、「しゃっきり硬めを主体に炊飯
する炊飯器を開発しても、愛用者アンケートや流通からの製品評価の中には、炊飯米が柔ら
かいと評価する顧客が存在する」としている。このような回答が存在する理由には、顧客の
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嗜好の相違もあるが、米の状況にも理由が存在する。米は、品種、産地、新米か古米かなど
といった収穫時期、精米した時期など複数の要因によって、その細胞組織や澱粉の質、水分
量に違いが生じることがあり、その結果、吸水性に差が出る場合がある。また、仕込み・本
炊き・むらしといった炊飯の過程における加熱温度や、内釜の中央と外側付近では硬さと粘
りに差が生じる場合がある。このように炊飯量などの炊飯手法でも違いが生じる。味に違い
を生じさせる多様な条件に対し、個々に異なる可能性のある顧客の感覚的な味覚といった不
安定な状況において、すべての顧客の嗜好に合致させることは困難である。 
 タイガー魔法瓶は、食味としても、開発側がおいしいと考える条件が、顧客と必ずしも常
に一致しない可能性もあるとしている。理由としては、主婦へのアンケートによると、「自
分でお米の量や水加減を調整するという回答もある」ことを挙げた。現有の日本企業の炊飯
器は、おそらくほぼどれも高性能の域へ達しており、味による差がほぼないとされている。
顧客が拮抗する各社製品の性能を理解し、どの企業の製品も、家庭内で機能上推奨される水
量を微調整することで、炊飯米の味の調整が行われ、味覚の最適化が行われている可能性も
あるとしている。 
 そのため家庭で評価される味覚の範囲を見つけるなら、炊飯時の条件を考慮することが必
要となる。実際に、炊飯器開発の場合、試食はかなりの回数になり、多いときは 1 日 10kg
近い量になる。一般顧客を試食評価者として参加させるには、炊飯のコースや条件ごとに評
価を依頼する必要があり、評価結果に基づく機能調整後の試食など、開発への長期間の関与
が必要となる。このように一般の顧客を試食評価者として設定するには、様々な諸条件が発
生することを考慮する必要がある。些細な設定の変化で炊飯米の味に差違が生じる炊飯器は、
一度限りの試食では正確に炊飯器の便益の全容を評価しているとは言えない。顧客が購入後、
家庭で企画意図どおりの炊飯米の味を、可能な限り再現できるように、社内の試食評価者に
は開発への長期にわたる関与が求められる。 
 タイガー魔法瓶は、「官能評価者」を食味試験の能力によって選抜している。選抜を実施
する理由としては、食味評価は感覚的判断に基づいて実施されるため、評価の信頼性を高め
るといった理由が存在した。タイガー魔法瓶の定性的評価は、数人のソフト開発専任の担当
者が構築した食味性能に対して、これら選抜された官能評価者による補完的な評価であり、
官能評価者による評価は客観性を保持する仕組みであると言える。 
 一方、三菱電機ホーム機器は、炊飯器の約 20 機の試作機を社員へ配布し、アンケート
を取る以外は、特定の炊飯器開発に 10 年以上従事した試食評価者が試作機の炊飯米の定性
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的評価を実施する。この試食評価者が、開発者と対話する方式で、炊飯米の味を形成する開
発が進行する。 
 
5.3.3 拡散への対処 
 
 炊飯米の味は、それ自体、炊飯時の状況次第で変化しやすく、正確な炊飯米の味を再現す
ることは困難である。ある特定の味覚を設定し焦点をあてて開発したとしても、顧客の手元
で同じように再現できない可能性がある。また多様に用意されている炊飯コースにおいて、
顧客の味覚を常時満足させることも困難であると言える。つまり、これら困難な点を理解し
た上で、できるだけ大多数の顧客が満足する味覚の範囲を理解し、それを実現する機能を 1
つの筐体に集約するのが炊飯器の開発プロセスとも言える。三菱電機ホーム機器は、「ほと
んど全員が、自分が求めるものを見つけることができるぐらい多様性をもち、カスタム化し
ている製品やサービス」を製品によって提供したいとしている。そのため各メーカーともに
言えるが、ジャー炊飯器は、各種炊飯コースをソフトウェアにより多様化している。 
 三菱電機ホーム機器の場合、顧客が旨さを感じる範囲について、試作の評価結果に基づき
15 のセグメントに分類のうえ、図表 24 のように炊き分けを可能にしている。顧客の食感に
合わせて、それぞれの料理に最適とされる炊飯過程を炊飯器がプログラムに応じて実施する。
また顧客ニーズ以外にも、日本のブランド米と呼ばれる固有名詞がある銘柄米の特性に応じ
た炊飯方式を選択することも可能にし、できる限り多様性に対応させる試みを行っている。 
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図表 24：炊き分け機能 
 
※三菱電機ホームページより (2013 年 8 月アクセス) 
 
5.4 プロセスの検証と考察 
 
 製品開発とは、市場機会を顧客が購買可能な製品へと変換することである (Krishnan & 
Ulrich, 2001 ; Ulrich & Eppinger, 2012)。つまり市場機会として顧客ニーズを発見し、そ
の解決策として製品を開発することである。ニーズとしての炊飯器の米の旨さは、その開発
の過程において部分的に数値化できる側面もあるが、感覚的な食感に依存する側面もあった。
この 2 社は、感覚的な味覚が必要とされる炊飯器の市場シェアを、持続的に確保している。
その点から開発者と管理者または評価者にはそれぞれに、ニーズと合致した仮想便益が存在
すると言える。また収束は、開発側が想定する炊飯米のおいしさが、試行錯誤を経て製品に
転写されているプロセスにおいて、見出すことが可能である。 
 さらにその便益の持続性についても議論したい。Dougherty (1992 ; 2001) は、成功する
製品開発とは、顧客と生産者による連続的な学習を含む創造的サイクルによって実現される
とした。便益を維持するためには、仮想便益が、持続的に市場の顧客の味覚と乖離しない条
件が必要となる。この学習を含む創造的サイクルについても言及しつつ、市場の感覚といか
に一致した状態を維持するかについても議論する。 
 
5.4.1 基準の共有化 
 
 炊飯器の開発において、炊飯米の水分量や硬さ粘度といった定量的評価は、定性的評価の
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補完的な情報でしかない。定性的評価の中には、炊飯米の定量的評価にて表現することがで
きない、いくつかの旨味の要素も含まれていた。つまり炊飯米の旨さの基準は、試食評価者
の感覚に依存する必要がある。 
 この試食評価者の感覚が、一般の顧客と異なる場合は、ニーズに合わない製品が開発され
ることになる。つまり、試食評価者には、市場における顧客が求める便益と同じ感覚を備え
ている条件が必要である。 
 炊飯器開発では、開発側と試食評価側のコミュニケーションで製品の味覚が決まる。つま
り開発者の仮想便益が試作機という媒体に転写され、試食評価者の仮想便益を基準に評価さ
れて調整される。炊飯米には、数値などで表現可能な部分と、高度な感覚が必要であり表現
できない部分も存在する。 
 コミュニケーションには、基準となる感覚の共有が必要となる。それでなければ、意思疎
通は成立しない。例えば「ライスレディ」の事例を紹介したが、その開発プロセスでは、ま
ずおいしさの基準を参加者全員で共有している29。 
 試作品の炊飯米の試食評価には、会話などによる言語的なコミュニケーションはもちろん、
非言語的なコミュニケーションも必要である。この非言語とは、開発において開発者と試食
評価者が体験した共通の感覚に基づいた意思疎通を挙げる。開発者と試食評価者の双方が、
数多くの開発とその販売結果をプロセスとして経験することで、両者には帰納的に顧客の求
める味覚の共通に基準が形成されると考えられる。 
 
5.4.2 仮想便益の補正 
 
 仮想便益の顧客ニーズとの乖離を回避するために、マッサージチェアの開発では、共創プ
ロセスという手法が一部採用されていた。その手法は、実際の顧客の感覚と照合しながら、
製品の感覚を形成する方法である。 
 仮想便益は開発者が想定する顧客の感覚である。また市場や顧客は、変化する。持続性を
求めるならば、仮想便益は、市場の変化に応じて補正される必要がある。 
 Relational Specific Assets (Dyer & Singh, 1998 ; 浅沼, 1997) などといった、企業間の
関係性に基づく利益に関する考察が存在する。これは立地の特殊性、物的資産の特殊性、人
的資源の特殊性について焦点をあてた研究である。 
                                                          
29 2013 年 8 月 20 日 日経産業新聞 1 面「人の五感 技術が代替」 
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 人的資源の特殊性とは、協働による特殊言語または知識に基づくものであり、これにより
業務の効率性が向上されるとした。これら特殊性は、メーカーとサプライヤーの関係性に基
づいた持続的に改善された技術的な能力と言及されている。この複数企業間の関係性に焦点
をあてて、単一企業内における個々の能力に関する事例を参考にした場合、評価者と開発者
の間にも合致する点が 2 つ存在する。 
 1 つ目は、開発者も評価者も、開発に関する具体的な現場知識 (know-how)を保持してい
る点である。便益としての感覚が重視される炊飯器の開発において、これら暗黙知とも言え
る現場知識は共通認識の事項として、コミュニケーションを効率化する。形式知は記録され
蓄積されやすいが、現場知識は数値化や言語化が難しく、個人への粘着性が高い (Kogut & 
Zander, 1992 ; Nonaka & Takeuchi, 1995)。コミュニケーションや業務の効率化を促進す
る関係的な能力は、開発者と評価者とで相互依存的である。この炊飯器開発の場合、開発者
と評価者の対話によって味覚を決定する組織的な機能が働いていると考えられる。 
 2 つ目は、長期的な関係性によって、効率性が向上する可能性が存在することを挙げる。
これは、製品開発における開発上の試行錯誤を経て得られた、「この感覚であれば、市場で
の反応はこうなる」といった開発の経験による感覚の蓄積が前提にある。このような経験的
知識が増えるほど、ニーズに合致した炊飯米の味覚を共有できる。これは感覚的な評価の基
準の共有であり、意思疎通が効率化され開発サイクルが早まるとも言える。この開発者と評
価者同士が形成する知識は、企業における関係性がもたらす資産である。 
 
5.4.3 わが社の味 
 
 開発者と評価者には、それぞれ能力が必要であるが、その能力の涵養と効果の発揮には、
このような長期にわたる相互依存的な関係性も必要である。その関係性が、より暗黙知的な
特性を強化する方向に作用すれば企業にとって、そのプロセスが創出する希少性、模倣困難
性が高まると考えられる。 
 開発販売を経て需要が判明した便益の延長線上に、新しい便益を形成するほうが市場で顧
客の感覚と適合できる確実性は高くなる。炊飯器開発の場合、基本の炊飯方法に対して、米
の種類に応じた炊飯方式や、炊き上がりの柔らかさの選択機能、料理に応じた炊飯方式など、
新しい機能を追加している。つまり、実績ある明確な便益に、新しい要素を蓄積することで
新しい便益が形成される。 
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 これら理由から、この事例の 2 社が形成する便益は一定の方向を維持し、軌道を形成して
いると考えられる。便益の曖昧性が高い場合、経験志向になる可能性があり、各企業独自の
仮想便益が持続的に形成される。その結果、「わが社の味」といった、製品世代間での味の
類似性が生じるとも考えられる。 
 
5.4.4 トップダウンによる収束 
 
 収束プロセスにおけるコミュニケーションは、企業という組織上、職階差や経験差など相
手との階層的な関係性によって影響が出る。例えば、マネージャーなどの管理者が持つ仮想
便益との収束であるが、これはトップダウンとも言うべき強権的に行われる可能性もある。
開発プロセスによっては、新しい開発段階に移行する際に、管理者による承認が必要な場合
がある。このような進捗許可の手続きなどの際に、管理者の仮想便益との収束が行われるよ
うなケースである。しかしながら、開発者と対等な階層の評価者が持つ仮想便益との収束の
場合には、意思決定が難しい状態に陥ることが考えられる。 
 このような曖昧な感覚を実現するという製品開発の場合、トップダウンの意思決定のほう
が、開発の時間短縮が可能となる。しかし、上意下達のようなプロセスの場合、先述のとお
り、顧客の感覚との差異が存在すれば市場において評価されない可能性がある。 
 今回調査した 2 社の場合、評価者と開発者との対話に基づいた開発が行われ、トップダウ
ンによる収束は見られなかった。しかし、この方法では、開発者や評価者などの評価が拮抗
し、試験プロセスの回数を増えてしまうなど冗長性を高める可能性もある。これら 2 つの開
発事例には、このようなプロセス上の課題があるとも考えられる。 
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6章 音響機器の開発30 
 
 前章では、炊飯器開発の事例を通し、顧客の便益が製品の便益として、収束される過程を
論じた。続いて、開発側と評価側にいくつかの能力が必要となる点と、継続的に新製品開発
を経験することで仮想便益が補正される点を説明した。 
 本章では、収束のための能力に焦点を当てつつ、仮想便益とその収束のプロセスを音響機
器の開発過程を検証する。 
 
6.1 業界選択理由 
 
 音響製品の便益は音である。製品の価値はこの音の品質次第である。マッサージチェアか
ら創出される「もみ味」や、炊飯器の「米の旨さ」と同じように、人間の五感によってその
品質が評価される。 
 音は空気の振動である。この振動が音波として左右の耳に伝わり、その伝達の左右の時間
差と波動の強弱によって、その音の聞こえる方向が認識される。また音は、一人ひとり形状
の異なる頭部や耳の内部で屈折することや、聴力の差異などによって聴こえ方に個人差が生
じる。また音には、その特性を表現する周波数や振幅、音圧など、様々な指標がある。その
中で音色31という、感覚的な要素を表現する指標がある。この指標は、音の個性をキーワー
ド、例えば、美しさ・明るさ・迫力といった代替される言葉で評価する方法である (日本音
響学会, 1996; 2013)。 
 このように音は、客観的な数値として指標で把握できるだけでなく、それを聞くことで受
ける印象を感覚として表現する指標も存在する。 
 この音響機器の開発においても、音を試聴し評価する試聴評価者が存在し、開発者へフィ
ードバックを提供することで、製品の便益としての音が調整されている。この音響機器の開
発事例を通して仮想便益と収束について検証する。 
 
 
                                                          
30 本章は、氏田 (2014) をもとに加筆・修正したものである。 
31 JIS801-29-09 の定義では、「物理的に異なる二つの音が、たとえ同じ音の大きさ及び高さであっても異なった
感じに聞こえるとき、その相違に対応する属性」。 
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6.2 事例 
 
 データ収集は取材を中心として、新聞記事や企業ホームページも参照した。具体的な過程
としては、まず 2013 年から 2014 年の間に、音響機器を開発している複数の製造企業に取
材依頼を行った。全社から回答があり、複数企業から取材許可が下りた。本稿における他製
品の開発取材の手法と同様に、取材前に共通の質問票をメールで送付し、取材時に回答内容
の聞き取りを行った。質問項目は、市場ニーズの捉え方、技術の選択、技術の保持に関する
項目についてであり、各 5 問程度の質問を用意した。取材は小池 (2000) の手法を参照し、
開発現場を管理する部長または担当者に対面式で聞き取りを実施した。取材時間は、企業ご
とにのべ 2 時間程度で、執筆時の確認事項や不明点の確認、および原稿の確認については、
電子メールにて行った。 
 
6.2.1 ヤマハ 
 
 ヤマハ株式会社は、連結従業員数約 2 万人、連結売上高 4,103 億円（2014 年 3 月末）の
企業である。事業領域は、アコースティック楽器事業、エレクトロニクス事業、教育・余暇
事業、産業用部品・ 機械事業の 4 分野であり、「音・音楽」に関する専門的な技術により確
立した企業となっている。ピアノや管楽器、弦楽器などの楽器から、家庭用、業務用の音響
機器や、半導体、ゴルフ用品なども製造・販売している。本稿では、ホームシアターシステ
ムの製品開発に焦点をあてて説明する。 
 取材は、2013 年 9 月 24 日、ヤマハ株式会社にて、楽器・音響開発本部長、AV 開発統括
部 第二開発部 TVP グループ 技師補、AV 開発統括部 第二開発部 TVP グループ マネ
ージャー、楽器・音響機器事業本部 DMI 開発統括部 技術開発部 要素開発グループ 開
発担当技師、広報部 広報グループ 担当者の 6 名に対して約 2 時間実施した。肩書はす
べて取材当時のものである。 
 ヤマハのホームシアターの製品開発で期待される音とは、「原音に忠実な音」と「長時間
でも疲れない音」の 2 つとされている。原音に忠実とは、コンテンツに最適な音声を再生で
きることで、コンテンツの持つ感動や情景を完全に再現することである。そのままの音の再
生ではない。後者は、理想的な再生環境を的確に実現することと解釈され、「映画や音楽を
どっぷり楽しむ。どっぷり楽しむことは、長時間楽しむこと」ができるということと考えら
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れている。 
 その開発プロセスは、(1) バラック試作 → (2) 技術試作 → (3)量産試作 → (4)量産 と
いったプロセスで行われる。一連の過程の中で、長い期間と労力を投入する (1) バラック
試作の過程で、採用する基礎技術が決定される。音は採用する技術によって、その方向が定
まるとされ、この過程で追求する音と、さらにデザインが決定される。続いて (2) 技術試
作では、指標を可能な限り数値化し、スペック的な評価が行われる。ついで(3) 量産試作で
は、人による官能的な評価が行われる。 
 
図表 25 技術試作(左)と量産試作(右) 
 
※提供資料：ヤマハ株式会社 
 
 技術試作における数値的な評価基準は、製品によって 100 から最大 1,000 項目が存在す
る。歪みやノイズなどのオーディオ特性、内部構造・レイアウト、デジタル信号の波形など
の、それぞれの項目において、特定の数値や目標に到達する必要がある。これらは過去の製
品開発の経験と資産に基づいて設定されている。しかし、これら指定の目標基準を達成した
としても、必ずしも求める音が実現できるとは限らないとされる。 
 次に量産試作における官能評価では、回路や構成変更による音質、構造・振動・素材・配
線レイアウトによって変化した音質と、スピーカーの音質を、まず開発担当者全員で試聴の
うえ調整し、次いで社内で音感の高い人物が試聴し調整する。これには、ある特定の音質に
対して、正確に理解評価できる能力と、音質を修正できる能力の 2 つの能力が必要であり、
試聴評価ができても音質調整ができなければ意味がないと考えられている。つまり評価と調
整は一体と考えられている。その評価軸は、総合評価、心地よさ、包囲感と広がり、音量バ
ランス・つながり、帯域バランス・明瞭度、切れ・迫力の 6 項目であり、それぞれの項目を
5 段階で評価しつつ、コメントを記入するものである (図表 26)。試聴評価は、一般的な家
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庭に近い部屋の空間を作って、一般のテレビ放送や DVD ソフトなどを使った既存製品との
比較になる。 
 
図表 26：評価軸と評価結果 
 
※提供資料：ヤマハ株式会社 
 
 社内で高い音感を持つ人は、「耳がある人」と呼ばれ、新製品の開発の評価の際に関与を
求められる。ヤマハは、楽器・音楽・音響領域で事業展開する企業であることから、音感が
あり、音について敏感な社員が多いとされる。さらに音響機器関連の部門で開発を経験し、
その中でも特に音に対する感度、能力が高い人は継続して開発に携わることになる。その結
果、蓄積された経験と感性をもとに評価基準となる「ヤマハの音」という指標を持つにいた
る。新製品において、開発される音は、既存製品の音をリファレンスとして開発されるため
に、全く新規の音が生成されることはない。開発プロセスについても、「音の聴きどころ、
この音はこのように作る」などの開発ノウハウといった現場知識が存在する。一般の顧客は
参加しないが、それは試聴には、音を聞き取り、それを評価し、どのように修正するかまで
踏み込むことができる能力が必要とされるからである。評価と調整が可能となるには、10
年ほど開発に関与することが必要とされる。 
 決定権のある管理者へ報告する際には、開発関係者以外にも、営業担当者や品質管理やデ
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ザイン担当などにも、試聴評価を依頼する場合がある。社外での反応については、販売後に
なるが、カスタマーサポート部署へ届く顧客からの情報を確認し、次の新製品の課題として
検討している。また、開発者を中心に TLT32という聴覚能力訓練が実施され、全社的に聴く
能力の向上が図られている。 
 
6.2.2  JVCケンウッド 
 
 株式会社 JVC ケンウッドは、従業員約 2 万人、連結売上高 3,163 億円(2014 年 3 月末)
の企業である。2011 年 10 月に、日本ビクターとケンウッドの合併によって、JVC ケンウ
ッドとなった。事業領域は、カーナビやカーオーディオなどのカーエレクトロニクス、無線
や映像に関する業務用機器などのプロフェッショナルシステム、スピーカーやヘッドホン、
ビデオムービーなどの光学＆オーディオ、ソフト＆エンタテインメントなどの 4 分野となっ
ている。本稿では、主力製品でもあるウッドコーン・スピーカーの製品開発に焦点を当てる。 
 取材は、2014 年 3 月 24 日、株式会社 JVC ケンウッドにて、オーディオ事業部 技術統
括部 アコースティック技術部 開発グループ シニアエンジニアリング スペシャリスト、企
業戦略部 広報 IR 部の 3 名に対して、約 2 時間実施した。肩書はすべて取材当時のもので
ある。 
 ウッドコーンを採用したスピーカーの試作は 1985 年ごろに完成した。その音は「蓄音機
のような澄んだ音」と評価されたが、製品化するには素材に起因する課題が多く、その開発
は中断となった。それから 10 年以上経た 1998 年から新製品開発の可能性を探究するとい
うことで、ウッドコーン・スピーカーの再開発に着手することになったが、その開発は、通
常業務以外の空いた時間を利用した、細々としたものであった。この製品を企画した理由の
1 つには、「木製楽器が良い音を出すなら、スピーカーの振動板を木製にすれば、木製楽器
のように澄んだ音が生まれ、それはおそらく自然な響きをもった音だろう」といった考えが
社内に存在したことがある。従来から、スピーカーのコーン部分の素材には、紙が使用され
ている。紙は、一般的に木を粉砕し漉きあげて作られる。つまり、木と紙は成分としては同
じものになり、木にも音響効果が存在すると考えられた。実際、図表 27 が示すとおり、木
の響きは、音の伝播速度と内部損失についても理想値に近い。音にとって、伝搬速度が速く
                                                          
32  Technical Listening Training 聴力能力の向上を目的として開発されたトレーニングプログラムで、音の物
理量を正しく理解し、正確に伝える能力の獲得を狙いとしている。例えば、二種類の音について、その周波数や音
量の差違を識別する。標準カリキュラムでは１．５時間の訓練を１４週間に渡り実施している。 
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て内部損失（音の吸収速度）が高いことは良いこととされる。例えば、アルミの場合、音が
伝わりやすく振動を吸収しないため、寺院の鐘をついたように音が長過ぎるほど残る。また
紙については、伝播速度と内部速度は評価できる数値であるが、破れるなど耐久性に問題が
ある。その点、木は伝播速度が速く、適度な内部損失がある。また繊維があり、その繊維方
向と平行であれば、アルミと同じぐらいの伝搬速度があり、繊維方向と直角の場合は伝搬速
度が遅くなるといった特徴が存在する。このように、木はすべての方向に同じ伝播速度では
ないために、スピーカーの共動板に用いた場合、共振や共鳴といった定在波も発生しにくく、
素材としては理想的と言われている。 
 
図表 27：音の伝搬速度と内部損失 
 
※資料提供：株式会社 JVC ケンウッド 
 
 他にも木の良さとしては強度の面がある。紙やコンクリートは時間が経過すれば劣化する
が、針葉樹はその成分であるセルロースが結晶化し、時間の経過と共により強固になる。ま
た、音についても、例えばバイオリンが当てはまるように、古くなる程、良質の音を形成す
るとされる。 
 ウッドコーン・スピーカーの実際の開発では、木の成型時に課題が存在した。それは、コ
ーンとして木を成形プレスすると、水分が完全かつ急激に飛散し、コーンに亀裂が入ること
であった。しかし、ある日、偶然得た「スルメは日本酒につけると柔らかくなる」という情
報を基に、シートを日本酒に浸し成型プレスしたところ、成形に成功した。それは、日本酒
に含有されるグリセリンやブドウ糖が、木の導管の中に入り込み、その結果、プレス時にも
水分を適度に保持でき、シート自体に柔軟性が備わったからであった。様々な種類の酒類を
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試験した結果、甘口の日本酒、つまりブドウ糖が多い酒が良いことが判明した33。しかし、
その後の調査と研究に数年の時間を費やすことになった。 
 2003 年 11 月には新発売することができた。それから 10 年経過（取材当時）し、ウッド
コーン・スピーカーのスピーカー口径は当初は 8.5cm であったが、さらに振動板をつけて
9cm に大きく伸長した。木目による伝搬速度の差違については、ウッドコーンの裏側に十
字型のハネを装着させて、解消することに成功した。ウーハーとツィーターユニットの背面
に、メイプル材のウッドブロックを採用し、不要な振動を吸収している。このメイプル材の
ブロックは、1 ミリ単位で調整が繰り返され、スピーカーの音を決定づける。これら以外に
も、スピーカー内部には、スプルース34、チェリー、メイプル、竹の 4 種類の樹種による部
材を、それぞれの樹種の音響の高さの順番に高い位置から低い位置へと配置している。竹響
板は、扇状にカットされ、広がりのある方向が前になるように配置されている。さらに、ス
ピーカー内部全体に、木製吸音材のメイプルのチップを中に入れる。 
 
図表 28：スピーカー内部に配置される部材 
 
※資料提供：株式会社 JVC ケンウッド 
 
 スピーカーを駆動させるアンプ内部部品に振動が生じる場合、音の奥行き感やピアニシモ
がマスクされてしまう。この振動対策として、上部に木を貼り、本体と接地面が 3 点で支持
される、真鍮とプラスティックによる下部受け座を採用した。さらに、ねじの締め方の強度、
                                                          
33 試したウイスキー（蒸留酒）、赤玉スイートワイン（醸造酒）、紹興酒（醸造酒）の中では、糖分の違いで、ワ
インと紹興酒が上手くいった。しかしながら、ワインは甘すぎて貼り付き、紹興酒は黄色くなりすぎ、結局日本酒
が採用されることになった。 
34 松の一種とされる。 
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金属と樹脂といった異なる素材の組み合わせなど、それぞれの部材ごとに音の調整作業が行
われる。部材については最大 30 種類ほどの材質の中から選別し、音質テストを経て採用さ
れる。 
 
図表 29：竹響板効果 
 
※資料提供：株式会社 JVC ケンウッド 
 
 JVC ケンウッドでは、このような音質チューニングの目標を「原音探究」としている。
原音については明確な定義がないために、その解釈は、顧客ごとに異なる可能性がある。そ
のため具体的に、「演奏者がスタジオで、自分の思いを出した音、つまりアーティストが思
いを込めたマスターテープこそが原音である」と定義している。音楽 CD は、まず演奏をマ
スターテープとして録音することから開始され、このマスターテープ作りは、一般的には音
楽スタジオで実施されている。そのため多くの原音が創出されるビクタースタジオ35との開
発連携が考えられた。この経緯については、ウッドコーン開発マネージャーが、ある社内会
議でスタジオ・エンジニアと出会った際、彼らが所属するビクタースタジオ内で、以前開発
したスピーカーへの評価が高いことを知ったことに始まる。スタジオでは多くのマスターテ
ープ36が製作されており、音響機器開発の方向性との整合性も感じられた。このような理由
から、ビクタースタジオのスタジオ・エンジニアに試聴評価を依頼することになった。 
 このビクタースタジオでは、ポップやジャズ、クラッシックなど様々な種類の音楽アーテ
                                                          
35 このビクタースタジオは、音楽・映像ソフトの制作から販売までを実施する株式会社ビクターエンタテインメ
ントに所属している。 
36 CD や DVD などの音楽媒体へ量産する際に、音の原盤となる業務用テープのこと。 
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ィストのマスターテープまでを作成している。またそれぞれの音楽分野を専門とするスタジ
オ・エンジニアが存在し、そこで彼らは「アーティストは自分の思いを表現し、スタジオの
録音エンジニアはそれを汲み取り、音をチューニングし、アーティストの思いをレコーディ
ング」する。スタジオ・エンジニアは、録音エンジニアとも呼ばれるが、電気的な技術職で
はないとされる。マイクや機材などで音は変化し、演奏する人、楽器によっても音色は異な
る。それらの違いを熟知して音の最適な組み合わせを実現する業務が中心で、音楽的な感性
が求められる。どのような音楽作りができるかが、エンジニアリングの評価となり、演奏者
やプロデューサーの思いとなる部分を、音としてどれだけ具体化できるかがポイントとなる。 
 このような音作りを目指すビクタースタジオとしては、スタジオで調整し完成させたマス
ターテープの音を、家庭のスピーカーで的確に再現できればとの元々からある願望もあり、
開発協力の依頼をビクタースタジオは許諾した。 
 ビクタースタジオの開発への協力は、試作機の音質に関する試聴評価を中心に行われた。
開発側は、スタジオに試作機を持参し評価を得るが、1 回の評価で完了することはない。音
楽の種類ごとに専門のエンジニアに試聴を依頼し、数回にわたる評価と調整の後、「ポップ
スは完了、クラシックがまだ調整不足」といった、音楽の種類によって調整の進捗に差が生
じる場合もある。 
 普及品の場合は試作機を作成し、3 から 4 日程度の時間をかけて、試聴と調整を行うが、
ウッドコーン・スピーカーは高級機種であり顧客の期待値も高く、また開発期間も数年かか
ったため、より多くの時間をスタジオで音質調査に費やした。録音エンジニアとの試聴と調
整の過程には、技術的に厳しい要望や指摘が多い。指摘は設計的な調整ではなく、基本的に
音質に関するものである。例えば「3 キロヘルツだけ駄目だ」など、具体的であり専門性が
高く、スピーカーから出てくる音が細かくチェックされる。 
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図表 30：コーン部分の調整 
 
※資料提供：株式会社 JVC ケンウッド 
 
 ビクタースタジオのエンジニアたちは、自分たちのサウンドを表現するツールとしてウッ
ドコーン・スピーカーの開発に興味を持っていた。またスタジオでの、家庭での試聴環境を
想定した音質テストでは、ウッドコーン・スピーカーを搭載したオーディオシステムが使わ
れていた。また多くのスタジオでも利用されている状況であった。スタジオを利用する演奏
家も、このシステムでマスターテープの確認を行う場合が多いとされる。彼ら演奏家に評価
されなければ、スタジオで試聴用として採用されないため、プロの非常に高い基準をクリア
したと考えられている。 
 
6.3 事例発見事項  
 
 両社の開発手法における発見事項を、図表 31 に整理した。ヤマハは、「原音に忠実な音」
を開発すべき音としている。原音に忠実な音の実現を目指す場合、競合企業も同じような開
発目標を掲げると、市場にて製品が差別化されない可能性がある。しかし、ヤマハの場合、
従来製品に改良や新機能を加え、自社の既存の音を改善し続けることが基本であり、新製品
で全く新規音を作り出すことはない。従来品の基調音に、新規音を付加し、新しい音を生み
だす方針を新製品開発に採用している。その結果、市場に存在する「ヤマハの音」を期待す
る顧客に対して、この継承されている音が製品の便益と考えられている。JVC ケンウッド
は、この市場での差別化については、素材特性から来る高い便益と、「原音探究」としてマ
スターテープの再現を目指し、そこには演奏者の音に対する意図までを再現するといった感
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覚的な要素の追加により、市場での音の差別化を行っている。ある意味、再現する音をどの
ように製品として解釈するかまで踏み込んだ開発方式とも言える。 
 
図表 31：発見事項整理 
 ヤマハ JVC ケンウッド 
目指す音 
原音に忠実な音 
長時間聴いても疲れない音 
原音探究 
（マスターテープの臨場感再現） 
官
能 
評
価 
主要な評価者 
開発担当者または 
「耳がある」と呼ばれる社員 
スタジオ・エンジニア 
評価項目 
総合評価、心地よさ、包囲感と広が
り、音量バランス・つながり、帯域
バランス・明瞭度、切れ・迫力など
の 6 項目を 5 段階評価 
音楽の種類ごとに、 
官能的な複数の評価 
手法 ・量産試作機を使った試聴 
・スタジオ・エンジニアが 
専門とする音楽種類ごとの視聴 
活用度 標準的な開発工程の 1 つ。 標準的な開発工程の 1 つ 
定
量 
評
価 
評価項目 
100－1000 程度の評価軸 
（歪み、ノイズ、クロストーク） 
複数あり 
手法 技術試験における検査 適宜必要に応じて設定 
活用度 定性的評価と組合せて活用。 定性的評価と組合せて活用。 
一般顧客の評価の 
対象について 
コールセンターへ入電する顧客の
声、アンケートや市場・顧客調査結
果などを製品開発にはフィードバ
ックしている。 
 
個別製品の開発プロセスで、個々に
一般客に意見聴取をすることはな
いが、想定顧客を念頭に置いて入念
な評価を行っている。 
一般の顧客の評価は、その基準が、
嗜好性や経験に基づくものになる。
そのため、音に関する評価が 
個々で異なる傾向があり、 
評価しづらい場合がある。 
 
 音質の評価手法については、両社とも、音をデータとして数値化する評価手法と、試聴評
価者の聴覚による評価手法の両方を採用している。また後者の官能評価とも言われる手法は、
一般の顧客の評価よりも、社内の試聴評価者の評価に焦点をあてる傾向がある。その理由と
しては、ヤマハの場合は、音の評価を製品設計に反映させるために、官能評価結果を回路、
部品、パラメーターといった技術的仕様に落とすことのできる能力が必須なためとしている。
JVC ケンウッドの場合は、評価が拡散するためとしている。この試聴評価者による官能試
験については、ヤマハは社内の開発担当者が主体に評価している。一方、JVC ケンウッド
は社外のスタジオ・エンジニアが評価している。 
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6.4 能力の検証と考察 
 
 検証した 2 社の開発では、開発者や評価者に理想となる音の感覚があり、製品が作り出す
音をその感覚と一致させる過程が存在した。この理想となる感覚が仮想便益であり、この一
致させる過程を収束と呼ぶことが可能である。この 2 社の相違点は、評価者が社外と社内に
分かれている点にあった。この相違点は、能力の有無にあると考えられる。この能力につい
ての考察を以下に述べる。 
 
6.4.1 能力考察 
 
 市場における顧客ニーズの把握は、換言すれば企業にとって外的情報の収集と言える。外
的情報の収集や処理に関する先行研究としては、Allen (1977) の「門番」や Tushman (1977)
の「境界連結者」などが存在する。これらは、外部情報の取捨選択を行う管理者個人の能力
とされている。また外部情報が咀嚼される過程を説明したものに吸収能力  (Cohen & 
Levinthal, 1990 ; Lane & Lubatkin, 1998 ; Zahra & George, 2002 ; Todorova & Durisin, 
2007) がある。これは、社外における新しい情報の価値を認識評価し、組織として咀嚼のう
え、商業化する能力である。 
 さらにこの能力を、獲得 (acquisition)、蓄積 (assimilation)、変換 (transformation)、
活用 (exploitation) という視点で分類した Zahra & George (2002) は、吸収能力とは「競
争優位獲得能力を創出する知識の創造と活用に関係する能力」として位置づけている。 
 吸収能力の外部情報を評価し咀嚼するという特徴は、一般的な製品開発プロセスに当ては
めて解釈することも可能であるとも考えられる。なぜなら、市場と技術の融合の視点から、
製品開発において重要なのは、外部情報である顧客や競合の把握にある  (Ulrich & 
Eppinger, 2012 ; Krishnan & Ulrich, 2001 ; 藤本・安本, 2000 ; Urban & Hauser, 1987 ; 
Wheelwright & Clark, 1992)。 
 吸収能力が最大となるのは、すでに知識として習得した分野を吸収の対象とした場合であ
る。その理由としては、周辺情報や知識を保持することで、入手した情報に対する重要度を
正確に判断することが可能になるためである (Cohen & Levinthal, 1990)。本稿では、この
能力を最大化する背景的な知識こそが、仮想便益であると位置づける。仮想便益とは、市場
における顧客の様々な情報をストックとして知識モデル化したもの (野中, 1990) である。
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この知識モデルが、企業における顧客ニーズや便益を判断する際の評価の指標になると考察
することができる。 
 これら吸収能力は、個人能力が集積されれば、組織としての吸収能力が高まるが、必ずし
も個人能力の総和ではない (Cohen & Levinthal, 1990)。楠木・野中・永田 (1995) は、個
人に帰属する知識ベースが結びつき知識フレームとして形成され、動的に結び付くことで、
知識ダイナミクスが成立すると定義されている。この知識ダイナミクスによって形成される
能力は、知識フレームが相互作用することから発生し、プロセス能力とされている。楠木ら
は、この個々に帰属する能力が結び付いたプロセス能力は、イノベーションにとって重要な
要素としている。 
 図表 32 において説明するように、本稿における開発者と評価者の能力の結びつきについ
ても、このような視点からプロセス能力と言えると考えられる。それは、開発者にとっては、
評価者と対話する過程と、その内容を技術的に翻訳する過程である。評価者にとっては、試
作機を評価する過程と、その評価を表現する過程である。 
 この 2 社の開発事例での発見事項を、コミュニケーションのプロセスをベースに図表 33
に整理した。この各過程において、必要と考えられる能力について議論する。 
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図表 32 開発者と評価者のコミュニケーションプロセス 
 
 
 図表 33：コミュニケーションの過程 
 
開発側 評価者側 
仮想便益 翻訳 対話 表現 評価 仮想便益 
ヤマハ 
 
社内の 
試聴評価者 
自社の開発経
験や販売経
験。 
共通言語なの
で翻訳不要。 
プロセスが軽
減される。 
社内用語・専
門用語で情報
豊富なフィー
ドバックを得
られる。 
社内用語や 
専門用語で表
現可能。設計
調整も可能。 
自社製品や音
響機器に対す
る知識豊富。
自社製品との
比較も可能。 
自社の開発経
験や販売経
験。 
JVC 
ケンウッド 
 
社外の 
試聴評価者 
自社の開発経
験や販売経
験。 
設計的な 
翻訳が必要。 
音に関して、
明確なフィー
ドバック。 
音の専門用語
で明確に表現
可能。 
技術に関する
表現は不可
能。 
音に関する専
門的知識があ
る。評価軸は
製品の企画意
図の合致。 
マスターテー
プづくりを元
に、音楽トレ
ンドなどを把
握している。 
 
6.4.2 能力の分類 
 
 音響機器の試聴評価者には、開発者と対話をする際、音に関する専門的な知識と表現が必
要であった。これら聴力や専門的な知識と表現が必要となることが、一般の顧客が試聴評価
できない理由の一つとなる。 
 まず、ヤマハの場合は、試聴評価者が同じ社員ということもあり、専門用語だけでなく社
内の共通言語での対話が可能となる。そのためコミュニケーションは早く、フィードバック
に付随する情報も豊富なものであった。これにより試聴評価者との収束の過程を効率化する
ことが可能となる。JVC ケンウッドは、レコーディング・スタジオのエンジニアという外
部の試聴評価者を採用している。社内における評価者と比べ、製品または設計に関する知識
は持っていないが、スタジオで様々なアーティストのレコーディングに参加しているため、
音楽に関する市場での顧客ニーズについて知悉している可能性がある。 
 外部の試聴評価者を採用する場合、音の評価についての能力を確認する必要がある。しか
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し、それら聴力に関する能力だけではない。評価者の基準となる仮想便益も重要であり、製
品開発を方向づけるという点から決定的な要素となる。仮想便益に関する評価者採用する際
には聴力だけでなく、開発する製品には、どのような音がふさわしいかを、感覚として理解
または把握していることが基準となると考察できる。評価者は、この仮想感覚をもとに製品
の評価を行い、製品価値としての音つまり便益が形成されるためである。 
 ヤマハの場合、試聴評価者を採用する際には、評価することはもちろん、それを製品設計
に反映できる能力があることが必要であるとしていた。この過程は、人の感性・感覚を製品
に具体的に反映させていく作業である。つまり、感覚的に試聴評価者が思ったことを、ハー
ドやソフトの変更やパラメーターの調整によって思った方向に調整できる能力が必要とな
る。開発者が評価者として参加することは、開発側で必要な翻訳によるフィードバックの変
換工程が不要となり、開発の効率化が考えられる。 
 また別に炊飯器開発でも説明したが、開発者は自身の開発経験や、その開発された製品に
どれぐらい需要があったかを認識することで、仮想便益と顧客が求める感覚との整合性を高
めることができる。 
 
6.4.3 特長と課題 
 
 評価者の評価と表現の過程において、仮想便益はその評価の軸となる。組織外つまり外部
の組織や人でも、音を認識できる評価能力と、仮想便益があれば、評価者として参加可能で
ある。表現については、開発者が対話で引き出すことが可能であり、JVC ケンウッドの場
合では、評価の技術的な変換は開発者が実施していた。評価者の外部化または内部化といっ
た議論は、この評価する能力と仮想便益次第であり、その結果によって、社内か社外かとい
った位置づけが決められていると考えられる。 
 まず評価のフィードバックにおける情報は、内部評価者のほうが共通の現場知識といった
暗黙知的な要素や、社内の開発知識を駆使するため、豊富なものとなる可能性が高い。対し
て、外部評価者は、内部評価者が持つような、設計知識や現場知識といった閉鎖的な専門的
知識はないが、特定の分野における専門性を持つ、または特定の能力が高いといった特徴を
持つ人物や組織などが選択される場合が高いと考えられる。しかし、このような外部評価者
と内部評価者を比較したとき、ヤマハのように、内部評価者による感覚的な評価結果を、社
内の開発者が製品設計に反映していくほうが、効率的に開発が進むと考えられる。 
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 これは意思疎通だけでなく、感覚的な評価を設計的に翻訳させる手法とも言えるだろう。
音響機器の便益には、数値化できない感覚的な評価となる要素も存在する。このため試聴を
繰り返した音の調整が必要であり、試行錯誤を含む冗長的なコミュニケーションに陥ること
も考えられる。この点から開発の効率性は、時間とコスト低減の点でも特に重要と考えられ
る。社外評価者の場合は、収束のためのコミュニケーションに長時間、関与することは困難
であり、十分な評価と調整が難しい場合が考えられる。 
 ヤマハでのケースにあったが、特定企業の音の傾向を認識でき、その音質を好む顧客も存
在する。仮に、一般的な感覚に近しい顧客を評価者として採用し、その評価に対応し続けた
場合、企業独自の音が消滅し、顧客が求める音から外れてしまう可能性がある。しかし、製
品開発の方向性に合致した評価者を採用することは有効である。JVC ケンウッドは、音楽
演奏者の思いまでを再現するという「原音探究」という基本的な開発方針とし、スタジオ・
エンジニアを外部評価者として採用している。この「原音」とは、演奏者の想いが表現され
ている音であり、スタジオ・エンジニアたちによるマスターテープの音づくりの方向性と合
致している。試聴評価者により、評価と調整という過程を存在するため、自然に製品の開発
の方向性が決定づけられる。これら開発の方向性と、評価や判断の基準を合致させる必要が
ある。 
 先述のように、音といった主観的な便益を形成する場合には、プロセス自体が冗長的に陥
る可能性がある。それを回避するためにも、試聴評価者と開発者の豊富な意思疎通が必要で
あると考えられる。内部評価者の場合は、それら情報も豊富で効率性が高くなる可能性が高
い。外部評価者を採用する場合は、その候補となる評価者の特性を見極め、自社の開発過程
で不足しているものを見極めた上で、検討する必要がある。 
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7章：その他の事例自動車の乗り心地開発 
 
 家電製品の価値形成について論じてきたが、他の製品では感覚的な便益をどのようにとら
え形成しているかを検証する。本稿で提示する理論の限界を峻別するものではないが、今後
の研究の方向性の可能性として検証する。 
 
7.1 自動車の乗り心地開発 
 
 自動車の開発は、家電製品よりも構造が大きく複雑であるが、加工組立品という点から家
電製品の開発プロセスと類似している。自動車に顧客が求める価値は、例えば、移動手段、
ステイタス、安全性、燃費などの経済性などの様々な便益によって形成されていると考えら
れる。そこで、乗り心地という自動車の感覚の形成に焦点をあてる。その形成における、開
発者とテストドライバーとの関係に焦点をあてて、仮想便益と収束について論じる。 
 
7.1.1 テストドライバー 
 
 自動車の乗り心地とは、ある特定の 1 つの部品によって形成されるものではなく、タイ
ヤ・サスペンション・ショックアブソーバー・シャシー・ボディ・エンジン・トランスミッ
ションなど、多数の部品が相互に調整し合いトータルなシステムとして形成されている (藤
本, 2003）。この点から、快適な乗り心地を実現するためには、このシステムへの理解が必
要であり、複雑な調整が必要であると考えられる。これらの調整は、開発者だけでなく、テ
ストドライバーと開発者の密接なコミュニケーションによって実施されている。 
 三好 (2006) によれば、日産自動車のテストドライバーは実験部に所属し、新車の企画段
階から最終量産の製品まで評価を行うとされる。企画段階では、自社の試作車だけでなく競
合の自動車も分析し、新車の企画に沿った具体的な各種開発の指標となる数値を、テストド
ライバー達が設定する。また試作車が完成した後の、テストドライバーとしての役割は、計
測機器を搭載しての実験走行と、感覚的な評価を行う走行といった二種類の試験走行を行う
ことである。計測機器を搭載した実験走行については、直線で行う実験でも、直進性・片流
れ・定速燃費測定・縁石乗り上げ・ブレーキ力など様々な項目が存在する。このようなデー
タ収集のため、実験条件を正確に再現する走行が求められる。つまりテストドライバーの新
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車開発の役割には大きく二点あり、それはデータ収集のための実験走行と、試作評価である。 
 日産自動車では、テストドライバーは男女合わせて 800 人いるとされている37。社内でも
人気がある職種であり、テストドライバーになれない志願者もいる。多くの志願者から選ば
れるテストドライバーの評価能力は高く、特に熟練のドライバーは、機器による計測値と変
わらない値を指摘する事ができるとされる。テストドライバーは、熟練者から経験の浅い者
まで存在する。また運転技量や感覚などの能力には個人差があり、その能力差に基づいたラ
ンク分けが行われ38、これにより業務が分類されている。 
 
7.1.2 官能評価 
 
 試作車評価の際、このテストドライバーの評価感覚の差異により、評価が拡散する可能性
も考えられる。これらを回避するために、テストドライバーの評価の指標軸を合わせる過程
がある。具体的には、試作車を評価するにあたり基準を設け、テストドライバーの感覚を統
一させるミーティングが存在する。テストドライバーは、この基準に沿って試作車を評価し、
エンジニアに自分自身の感覚を的確に伝える。自動車を開発する際、その評価項目の 6 割か
ら 7 割は、数値化されているが、残り 3 割は感覚が中心となる官能評価である39。スカイラ
インの開発の際は、数値化されたデータ評価と、官能評価をトータルすると約 150 項目に
なるとされた。2003 年に厚生労働省の「現代の名工」に選出された、日産自動車のテスト
ドライバーの加藤博義氏は以下のように述べている。 
 
自動車は、最新のコンピュータ技術で開発されているが、運転するのは人であ
り、設計上問題なくても、乗ってみると気になることがある。ハンドルを回す
ときのちょうど良い重みや、走行中の乗り心地を左右するバネの硬さなど、体
で感じたわずかなことでも調整を依頼する40。 
左右のタイヤの微妙なバランス、振動の伝わり方などが組み合わさって感じる、
「乗ったときの楽しさ」は数値化できない。人間の感覚だけが頼り。最後の仕
                                                          
37 2002 年 12 月 22 日 日本経済新聞朝刊 19 面 
38 社内の試験でランクがあり、その技量、技能に見合った業務が与えられる。最低の C から A1 まで 6 段階のラ
ンクが存在した(三好, 2006)。 
39 日産ホームページ「スカイラインにかける開発者の想い」http://www.nissan.co.jp/SKYLINE/BLOG/（2013 年
9 月 18 日アクセス） 
40 2002 年 12 月 22 日 日本経済新聞朝刊 19 面 
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上がりを決めるのは自分41。 
 
このように自動車の開発において、その乗り心地の評価については、数値的な評価と感覚的
な評価が存在する。これを判断する役割を担うのがテストドライバーである。便益となる乗
り心地を形成するためには、特定の試用者を配置し、対話による形成するといった、本稿で
議論してきた開発過程と類似している。 
 
試作車の運動性能を色々な実験で検証してみると、「数値的には目標を達成し
ているのだけど、どうも気持ち良く走らない」ということがあります。（中略）
コンピュータによるシミュレーション技術が進歩しても、人間が感じるフィー
リングまで、最初からパーフェクトに予測することはできないのです。(三好, 
2006, p.104) 
 
この感覚的な部分は、特定の乗り心地、本稿で言うところの便益の形成に影響を与えている
可能性がある。企業ごとに自動車の乗り心地が異なる可能性があるが、各社に存在するテス
トドライバーが長期的に開発に影響を与え続けている可能性が存在する。 
 以上よりテストドライバーは、仮想便益を保持していると考えられる。それは開発前にミ
ーティングで可能な限り統一化され、試作車の官能評価の際の評価指標となる。試作車の乗
り心地と、テストドライバーが考える仮想便益との差異を、エンジニアに明らかにすること
で、その感覚が試作車へと収束されていく。 
 テストドライバーの多くは社内で教育されており、専門知識や現場知識に培われた仮想便
益の養成や、試乗評価における表現に関する能力も涵養していると考えられる。 
 家電業界だけでなく自動車業界でも、このような乗り心地といった感覚的な便益を形成す
る上で、人の感覚を介在させた開発プロセスが存在する。また、その際に仮想便益といった、
理想となる感覚が存在し、それが製品の便益に影響を与えている。 
 
7.2 アパレル産業の製品開発 
 
 次に服飾デザインに関する開発プロセスを挙げる。ここでは、流行といった市場の嗜好が、
                                                          
41 2003 年 11 月 20 日 日本経済新聞朝刊 18 面 
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開発へ影響を与えると考えられる。しかも、流行は変化が早く、感覚的な要因が強い。この
流行に合致したファッション性あるデザインを開発するために、アパレル産業では、どのよ
うなプロセスを実施しているのだろうか。 
 
7.2.1 開発プロセス 
 
 市場調査的な販売と、本格的な需要獲得のため販売といった二段型の製品開発を行ってい
る事例を紹介する。これは、開発側が想定する流行に合わせて、数か月というシーズンの間
に 2 回デザインを補正する手法である。アパレル産業には市場的な特性がいくつかある。
崔・松尾 (2002) によれば、1 年が通常 4 から 6 のシーズンに分割され、製品としての賞
味期限は、その中でも最長 6 か月から最短 2 ヶ月期間のみとされる。製品価値は、それら
シーズンが終了すると、急激に低下する。また、ファッションのトレンドは、変化が速く、
不確実性が高いとされる。また高度な設備投資が必要ではないため、参入障壁が低く新規参
入の脅威が常に存在する。 
 アパレル製品は、製品ターゲットを絞り、キャラクターを明確にした上で企画されるもの
で、デザイナーの自分の勘や主張に基づき製品企画するものではない (木下, 2011)。ユニク
ロのファーストリテーリングの意味は、「お客様の要望を素早くキャッチし、それを製品化
し、店頭ですぐ販売する」という意味がある (柳井, 2003)。このような点から、アパレル産
業において、顧客の需要動向をいかに素早く認識することは、売上をいかに上げるかに直結
する重要な課題である。 
 製品開発プロセスは一般的に約 1 年とされる。以下に春夏物のニットを挙例する (藤本・
安本, 2000)。企画・設計・生産などの過程は、自動車や家電などの開発プロセスと、概念
的には同じである。 
 
 (1) 市場調査：発売前年 3 月に調整会議 
 (2) 商品企画：4-5 月に企画決定 
 (3) 設計・試作：素材選定、デザイン決定、サンプル作成。8 月にデザイン決定 
 (4) 展示会：小売店からの受注、10 月 
 (5) 生産準備・生産：10 月から翌 3 月まで 
 (6) 販売：2-8 月        
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 シーズン終了で価値が激減するために売り切りが基本となり、シーズン途中で需要が高ま
った場合は、追加注文で需要を確保する。このような市場の不確実性の増大により、1 年前
からの商品企画は困難になりつつある。しかし、シーズンインすれば需要動向が明らかにな
り、市場不確実性は著しく減少する。不確実性が著しく縮減された時点から、きわめて短時
間に製品企画－生産－店頭投入といった一連のサイクルを遂行されるのが理想とされる。そ
のため需要を素早く確保する方法として、通常の製品開発チームと、シーズンインしてから
の製品開発のチームとの 2 段階の企画チームで準備する方法と、製品開発リードタイムを短
縮化する企業が存在する(崔・松尾, 2002)。 
 
7.2.2 仮想便益とその収束 
 
 アパレル製品において、試作品コストは、自動車などと比較しても安価であり、工程も少
ない。そのため仮想便益の具現化は容易であると言える。ただ、その商機が短く、顧客の嗜
好性も高い。そのため、開発側が想定する仮想便益と、顧客ニーズへの高い整合性が必要と
なる。つまり、服飾デザイナーが持つ仮想便益が、製品として具現化され販売される。その
市場での販売の反応を見て、さらにデザイナーの仮想便益が補正され、再度製品が販売され
るプロセスである。低コストゆえに、まずテスト販売する手法が、効率良いと考えられる。 
 テスト販売を経て、シーズン中に 2 度製品を販売し、市場に対処することが可能となる。
このような不確実性の高い便益は、実際の市場で需要を確認する回数が多いほど、ニーズを
明確化することができる。 
 アパレル製品の場合、家電製品と比較すると、開発速度も速く開発コストも低い。そのた
め仮想便益との収束よりは、実際の市場でテストする方が効率良いと考えられる。また製品
としての「賞味期限」が短い点についても、家電製品と比べ、迅速性が求められる理由とな
る。 
 このように仮想便益と収束についての概念には、製造業全般に適合するのは、感覚的な要
素が強い場合でも、限界があると考えられる。 
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8章：結論 
 
 先行研究において、価値の構成要素や価値自体がどのように形成されるかといった議論が
存在した。しかしながら、その主要な構成要素でもある便益の部分については、価値形成の
視点からは重要と考えられるが、いくつか議論の余地が存在した。そこで、価値形成を論じ
るには、便益の形成過程を考察する必要性があるとし、それに焦点を当てることにした。 
 本稿では、リサーチ・クエスチョンを、価値形成プロセスとその持続性を明らかにするこ
との 2 つに設定した。価値形成を掲げているが、便益をどのように形成するかについての議
論に焦点を当てた。つまり、顧客が求める便益と一致できれば、より価値が向上すると考え
られるためである。7 つの事例をもとにそれらを検証し、製品の便益が、仮想便益との収束
といった過程で実現されることが明らかになった。 
 この章では、今までの議論の結論として、これらリサーチ・クエスチョンに対して判明し
たことを整理する。 
 
8.1 価値形成プロセス 
 
 先述のとおり、価値形成プロセスを検証するにあたり、先行事例において議論の余地があ
る便益に焦点をあてた。調査した結果、この便益形成に関する、いくつかの事実を発見する
ことができた。それは、価値形成プロセスとは、顧客視点の便益を形成するプロセスである。
またそれは仮想便益と製品が生み出す感覚の収束の過程でもある。仮想便益は感覚であるた
め、意思決定が困難であり、これを効率よく実行する必要がある。以下にこれらを説明する。 
 
8.1.1 仮想便益とその収束 
 
 調査対象における便益の形成過程には、開発者と評価者が関与していた。それら開発者と
評価者については、前者は技術の視点から製品開発をリードし、後者は市場の顧客の感覚を
もとに開発を支援していた。それぞれ役割があり、開発者は技術志向であるが、評価者は顧
客視点で製品を評価していると考えられた。本稿では、「収束」と言う概念と提示したが、
その融合の過程とは、この評価者の感覚に、製品が創りだす感覚を一致させるプロセスであ
る。評価者は仮想した便益を基準に判断しているが、この「仮想便益」は自身の知識に基づ
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き市場ニーズがあると仮説的に解釈された感覚である。これら評価者と開発者の収束の過程
は、いくつかの先行研究で言及されている「技術と市場ニーズの融合」の具体的なプロセス
とも言える。 
 製品が創りだす感覚を、市場が求める便益に合致させる過程をルーティン化できれば、そ
れは市場での競争優位の源泉ともなり得る。その理由は、この感覚の形成は、開発者や評価
者の属人的な感覚に依存し、それゆえに模倣が困難となるためである。それ以外にも、検証
した製品開発の事例からもわかるように、便益形成は連続性を必要とするものであり、すぐ
に創りだせるものではないからである。 
 またこの独自性ある融合の過程が、便益の特徴に希少性を生み出している。つまりこれら
企業は、既存の評価された便益の上に新しい便益を付加し、便益を拡張し続けてきた。その
独自に蓄積し形成された便益は、他の企業が模倣できない複雑性を持っていると言える。そ
の結果、わが社の音や味、もみ味といった希少性が形成される。この希少性は、市場におい
て価値を高める側面にもなっている。 
 
8.1.2 冗長性の回避 
 
 本稿では、価値形成プロセスについて、顧客の便益の実現の過程を中心に検証した。これ
ら便益の多くは感覚であり、一部数値で表現できてはいるが、それだけでは実現するには不
十分であった。事例では、人間の感覚による評価が必要となり、その評価の過程を開発プロ
セスに組み込んでいた。この便益の実現には、指標や目標を具体化しにくいため、実験志向
とも言うべき、試行錯誤が必要となる。試験の評価も人間の感覚に依拠するものであり、そ
のために評価者と開発者の対話が必要となる。このような便益形成では、意思決定が行いに
くいため、試行錯誤と言った冗長性のある状態に陥りやすいと考えられる。これらを回避す
るためにも、開発者と評価者のコミュニケーションにおける情報量が重要となってくる。 
 これらコミュニケーションのためには、共通言語や共通感覚が必要となる。炊飯器の開発
の場合、共通感覚を養う要素として開発経験を挙げた。また音響機器の場合には、同じ開発
者が共通言語で意思疎通を図ることが重要であると考えられていた。つまり、このような共
通言語と共通感覚により、詳細な内容を表現することができ、言葉で伝えることができない
内容も「あの時のあの製品の感覚」といったように理解できると考えられる。試作機評価の
場合は、実際に試作機に手を加え評価を伝達する場合もあることを、ヤマハの事例で述べた。
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この場合、便益を具現化するためには、専門性の高い設計などの技術的な知識などをベース
にした表現が必要になるとも言える。 
 このように共通言語や技術的な表現力を高めることにより、コミュニケーションにおける
情報量を豊かにすることが、冗長性を回避する一つの手法でもある。 
 もう一つとしては、マッサージチェア開発のフジ医療器の事例で、管理者のトップダウン
的な指示によって、「もみ味」を決定していた点を挙げる。事例の考察では、トップダウン
型のプロセスの場合の特長や課題も説明した。この企業の場合、周辺の開発者が若いという
点もあり、市場の感覚つまり仮想便益が、社内全体に十分に形成されていない状態であった
とも言える。 
 
8.1.3 プロセスのモデル化 
 
 本稿では、価値形成プロセスを明らかにすることをリサーチ・クエスチョンとし、そのプ
ロセスのモデル化を目的としていた。その価値形成プロセスにおける便益について着目し、
開発者と評価者との対話による形成について検証を試みた。それらは、収束のコミュニケー
ション (図表 8)、収束の過程(図表 9) といった概念で説明することができ、これらについて
仮説的にモデル化した。 
 さらに事例と、仮説のモデルを照合のうえ分析し、精緻化することができた。収束の過程
については、マッサージチェアの開発過程を調べることで、共創プロセス (図表 19) と収束
プロセス (図表 20) の 2 つのモデルを導出できた。仮想便益に合わせて、徐々に市場で求
められる便益に合致していく過程を描写した。またこの仮想便益がどのように維持されてい
るのか、または乖離に関するリスクについても述べた。 
 さらに、音響機器の事例から、収束のコミュニケーションにおいては、開発側には対話と
技術的な翻訳の過程が存在し、評価側には、評価と表現の過程があることを明らかにできた。
これにより収束における評価と調整の構造だけでなく、収束で必要とされる能力についても
言及した。この能力の分類によって、評価者を内部化や外部化する条件について、論理的な
説明が可能となった。 
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8.2 持続条件：仮想便益の維持 
 
 2 つ目のリサーチ・クエスチョンは「価値形成プロセスが持続する条件」である。その条
件を満たすには、開発者と評価者がもつ「仮想便益」が市場の感覚と一致した状態を、いか
に維持できるかが重要となる。マッサージチェア開発の事例でも検証と議論を行ったが、開
発側が、プロのマッサージ師のもみ味を追求するのを止めた理由がいくつかあった。その中
で、特定のマッサージ師の感覚へ依存することの危険性を挙げた。それはつまり、特定の個
人に依存することは、市場の大多数の顧客に求められる感覚との乖離の可能性を示すもので
あった。 
 感覚の乖離を回避するためには、持続的な製品開発への関与が必要となると考えられてい
た。フジ医療器とヤマハ、三菱電機ホーム機器は、これらの感覚の形成には、「10 年以上」
必要と指摘していた。開発者と評価者は開発を通じて、言葉では表現できない部分の感覚を
共有する。それが実売を経て市場で評価され、帰納的に売れる感覚としての「仮想便益」の
維持が可能となる。つまり、このように市場感覚を身に付けるには、10 年以上かかる可能
性があるということになる。知識やスキルの取得には、特定の領域に入ってからの最初の
10 年が重要とされる(Ericsson & Lehmann, 1996 ; Leonard & Swap, 2005 ; 松尾, 2006)。
仮想便益の形成には、「10 年ルール」が該当する可能性がある42。 
 また、炊飯器の開発事例で、それぞれの企業の独自の味覚が、いかに形成されるかについ
て言及した。この開発で、独自性ある味が形成される過程は、仮想便益を維持するための具
体的な手法であった。企業それぞれが持つ、マッサージやお米の味、音などといった便益の
独自性は、このように仮想便益の積み重ねによって、形成されると言える。 
 しかし、これは先述の通り、競合に対しては模倣困難性を創出し有効であるが、開発内部
において、いくつか問題点が考えられる。それは、特定の人材に暗黙知的な現場知識が集約
されてしまう点にある。市場で求められる感覚と一致した仮想便益は、持続的な開発への関
与によって形成されると考えられる。 
 価値形成プロセスにおいて、顧客のニーズに合致した便益形成のプロセスを持続させるに
は、特定の社員を継続的に開発に関与させるほうが、顧客を開発に巻き込むよりは効率的で
あるとも言える。それは、便益形成には、反復的な実験的なプロセスが必要であり、時間が
かかるためである。 
                                                          
42 開発者全員や評価者へのアンケートに基づくものではなく、管理者へのインタビューをもとに考察したもので
あり、厳密には言い切れない可能性もある。 
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おわりに： 限界と課題 
 
 本稿の価値形成に関する議論は、家電業界における数社の事例を挙げたに過ぎず、他の製
品などへの発見事項の一般化を制限するかもしれない。ただし、ここで取り上げた製品開発
での便益の形成過程には、高度な技術が存在した。またその形成プロセスは、どれも十年以
上と言う持続的な再現性をもっているものである。持続的な再現性から何かしら論理的なプ
ロセスが存在すると考えられた。そこで本稿では、複数事例における共通項と、非共通項を
選別し、それに対する考察を行うことで、価値形成プロセスを明らかにした。 
 また製品開発は、成功という定義に固執しがちなテーマである。先行研究において、その
成功の定義は多様に存在し、業界の構造や競合状況、製品の目標などで、成功要因はそれぞ
れ異なることは明らかである。そのため成功の理論を構築することは、その理論が機能する
限界の明示も必要と考察する。この点から製品開発を安定的に成功に導く理論構築およびそ
の一般化において、幅広い範囲をカバーすることで生まれてくる相違点をどう解釈するかが
課題となるのではないか。本稿の貢献するところは、広範な研究分野における、価値形成プ
ロセスや便益の形成といった研究のほんの一部を担ったに過ぎない。 
 本稿では、製品開発における価値を便益とコストに分解し、便益の重要性を主張した。感
覚的で曖昧性が高く、数値などで表現できない便益に焦点をあて、製品として実現する過程
を明らかにし、その過程を維持する仕組みを明らかにした。「収束プロセス」は、開発関与
者のイメージする仮想便益をもとに開発するために、当然ながら市場の顧客ニーズとの誤差
が生じることもある。またマッサージチェアの事例で言及した「共創プロセス」は、直接顧
客に評価をもらうために、開発過程に顧客を包含させる手法である。しかし、この両方とも
感覚的な便益の実現を目指すゆえに、試行錯誤の傾向が強くなり、冗長性が高くなる可能性
が高い。この試行錯誤の軽減や、市場の求める便益を的確に実現する手法など、このあたり
についての事例や考察が、さらに必要と考えられる。 
 また対象については、家電製品の中でも、ごく限られた家電製品を対象としている点を挙
げる。本稿で記述した以外の家電製品、例えばテレビやパソコンなどデジタル家電と呼ばれ
る分野の製品については、本稿で示す価値形成プロセスとは、差異が存在する可能性がある。
この点から、本稿の理論を家電製品全般へ敷延には限界があると考察する。それ以外にも、
実際の開発現場を取材しておらず、開発者や管理職にインタビューに依拠したものである。
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暗黙知的な要素など、インタビューによるデータ収集のために、言語化できない要素が欠落
している可能性がある。 
 しかしながら、本稿では、価値形成について便益に関して議論の余地があったことを示し
た。そのうえで、開発側の視点から便益の実現に焦点をあて検証した点は、製品開発研究に
おいて多少なりとも貢献ができたと考えられる。 
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